
Our people 
and culture

富士通グループは、データドリブン経営の強化、グルー
プ社員のDX人材への進化とそれを通じた生産性の向
上、全員参加型・エコシステム型のDX推進を具体化す
る様々な施策を実施し、自らの変革に取り組んでいます。
事業戦略と一致した人材戦略の遂行によって組織の機動
性を高めるとともに社員の自律的なキャリア形成を促し、
業務プロセスと企業文化の変革を通じて競争優位性を強
化することで、持続的な成長を実現します。
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人材マネジメント

人材戦略の全体像

　パーパスの実現に向けた当社グループの変革とその前進の原動力は人材です。個別受託型システムの

開発を基盤とする事業モデルから脱却し、DX企業としてお客様の経営課題やその先に存在する社会課題

の解決に取り組む中で、お客様に提供する価値の源泉である人材の重要性はより一層増しています。ま

た、事業モデルと組織文化の変革を遂行するうえでは、グループ社員によるその意義に対する理解と自ら

も変革に取り組む姿勢が必須です。

　当社グループは、「社内外の多才な人材が俊敏に集い、社会の至るところでイノベーションを創出する

企業」という人材・組織ビジョンの下、様々な施策を推進するとともに、非財務指標の1つである従業員エン

ゲージメント 　を通じて、その進捗と効果をモニタリングしています。

事業戦略と一致した組織・人材戦略の実現

　特定のジョブ＝職責に伴う責任権限や人材要件を明確にし、そのジョブに人材を配置するジョブ型人材

マネジメントは、グローバル組織における標準というだけでなく、事業戦略に合わせて機動的に組織を設

計し、人材を再配置できるという点で優れた仕組みです。社員にとっても、魅力的な仕事に挑戦する多く

の機会を獲得し、自律的にキャリアを形成する選択肢をうるという大きなメリットがあります。当社グルー

プは、従来日本以外のリージョンで適用していたジョブ型人材マネジメントを、2020年4月に日本で働く

幹部社員に、2022年4月には全社員に導入し、グローバルで統一した人事制度の構築に向け前進してい

ます。

　ジョブ型人材マネジメントを機能させるには、人材配置の仕組みに加え、人事評価制度と報酬制度も

一体的に設計しなければなりません。当社グループは、富士通および国内グループ会社の職責をグロー

バル共通の基準で格付けし、その格付けとマーケット水準に応じた月額報酬を設定しました。また、これ

まで幹部の評価に用いてきた、「社会・お客様への Impact（インパクトの大きさ）」、「Behaviors（行

動）」、「Learning & Growth（成長）」の3つの視点で評価する仕組みを、グローバル共通の評価制度

「Connect 　」として2022年4月から一般社員にも展開しています。

　さらに、従来はコーポレート部門で一括して行っていた新卒・中途採用計画の策定や採用した人材の配

置のうち、ビジネスユニット（BU）ごとの戦略との関連性が高いものについては、BUに権限を委譲して

います。これにより、BUの事業戦略に合わせた機動的な人材の採用・育成・配置を可能にするとともに、

コーポレート部門がBUを支援する体制も強化することで、グループ全体の人材戦略との整合性も確保し

ています。

ウェルビーイングの向上

　当社グループの人材・組織変革の土台にある価値観はウェルビーイング 　です。社員がキャリアの実

現のために自律的に学び成長し続けること、役割や貢献に応じた適正で公正な報酬が得られること、職場

の仲間、家族や友人などとの信頼関係や良好な人間関係が構築、維持されること、社員自身とその家族の

心身の健康が維持・増進されること、これらのいずれもがウェルビーイングに寄与します。

　特にキャリア形成に関しては、DX人材への進化を促す様々な施策を打ち出しています。ここで言う「DX

人材」とは、デジタル技術をスキルとして身につけているか否かではなく、パーパスを起点に自らを変革

し続けることができる人材を意味します。それは、当社グループの目指す「DX」が、単にデジタル技術の

活用のみならず、組織文化や社員のマインドセットの変革を重視するものだからです。この考えに基づき、

当社グループは、自らのキャリアに対するオーナーシップを醸成する仕組みを導入するとともに、各自の

キャリアビジョンや挑戦したいジョブに合わせた自律的な学びと成長を支援する教育プラットフォームを構

築しています。

　2020年に打ち出したWork Life Shift（WLS）も、ウェルビーイング向上を目的とした取り組みで

す。WLSは、仕事内容・目的・ライフスタイルに応じた「最適な働き方」を自律的に使い分けることを可

能にするSmart Working、業務の目的・内容に合わせ自由にオフィス環境を選択できるBorderless 

Office、社員の高い自律性と相互の信頼関係をベースにした企業文化を目指すCulture Change の

3つのアプローチで、変革を推進しています。

ウェルビーイング P58-59

Connect P44

従業員エンゲージメント P29
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ポスティング制度

　ポスティング（公募）制度とは、自らが実現したいキャリアプランに合わせた異動や上位ポジションへ挑

戦する機会を、社員が自ら選択できる制度です。当社グループ内の空きポジションを、イントラネットの専

用サイトを通じてグループ全体に公開し、グループ社員が誰でも応募できる仕組みを導入しています。こ

れにより、人材の流動化と多様性の向上を後押しするとともに、適所適材の実現やオープンかつ挑戦する

組織文化の醸成につなげることが狙いです。

　2022年3月期は、4,100件の随時募集ポジションに対し6,187人の応募があり、2,076人が合格したほ

か、新任幹部社員登用の一斉募集においては、660件の募集ポジションに対して1,030人の応募があり、

578人が合格しました。また、従業員エンゲージメント調査の結果からは、ポスティング制度を活用した異

動者は、特に「やりがい」「機会の均等」を評価し、エンゲージメントが向上する傾向があります。

　2022年4月には、日本で働く社員に適用している現行のポスティング制度を拡大した「グローバルポ

スティング制度」の運用を開始しました。グローバルな人材募集が求められるポジションを公募すること

で、社員の挑戦の機会を増やすとともに、戦略的な人材マネジメントと職場のダイバーシティ、エクイティ

＆インクルージョン（DE&I） 　をさらに進めます。

ポスティング制度利用者の声（エンジニア職）
 現在の部署では「やりきった感」があり、新たなポストに応募した。異動によって、元の職種以外の新しい知
見と考え方、出会うはずがなかった新しい人との関わりが生まれている。

 時機をみて異動したいと考えていたタイミングでポスティングが拡大、これまでの経験を活かしつつ、挑戦
する意義がありそうな業務の募集があった。異動したことで、ずっと同じ部署にいると見過ごしがちな慣習
や業務の最適化についての気づきがあると感じている。

 ジョブ型人材マネジメントの開始をきっかけに、若いうちに多様な経験やスキルセットを身に着けたいと考
えるようになった。関心のある領域に異動したので、不慣れで苦労しながらもモチベーション高く業務に取
り組めている。

 取得した資格、新しい技術を業務で使いたいと考え、ポスティングに挑戦した。異動をきっかけにやる気が
刺激され、新卒に戻ったような新鮮な心持ちになった。

Connect

　「Connect」は、グローバル共通の人事評価制度です。その狙いは、富士通グループと個人のパーパ

スを起点に、上司と本人の対話を通じ、Fujitsu Wayの実践や各部門・組織が実現したい未来として描く

ビジョンを、様々な人事施策とConnect＝結びつけることにあります。パーパスとの一貫性ある評価を

通じて社員一人ひとりの主体的な成長と行動を後押しし、グループ全体としてお客様やその先に存在する

社会に対してインパクトがある価値を提供することが大きな目的です。

　評価を構成するのは、次の3つの視点です。Impact（インパクトの大きさ）は、パーパスやビジョンの

実現に向けた貢献度と影響度を、Behaviors（行動）は、Fujitsu Wayで掲げる「挑戦」「信頼」「共感」

に即した行動を、そしてLearning & Growth（成長）は、自分自身と所属するチームが成長しているか

をそれぞれ評価します。最終的な評価は、昇給と賞与への反映だけでなく、社員によるスキル向上、より

大きな職責＝ジョブへの挑戦や成長機会の提示にもつなげることを意図しています。

1 on 1ミーティング

　上司と部下による1対1の対話＝1 on 1ミーティングは、成長に向けたアドバイスやフィードバックを行う

幹部社員と社員による対話の場です。当社グループは、ジョブ型人材マネジメントを支える基盤として、

1 on 1ミーティングを重視しています。それは、部門・組織のビジョンと社員個人が目指すキャリアの方向

性を重ね合わせること、また、社員が自らの成長機会や今後のキャリアについて上司に相談しフィードバッ

クを得られることが、社員による力の発揮に不可欠だからです。

　1 on 1ミーティングは、少なくとも月に1回、上司と部下との間で定期的に行われるコミュニケーション

ですが、日常業務の報告・相談ではなく、社員の挑戦と成長を確認、明確化し具体化することを目的とし

ています。コミュニケーションを円滑化するため、当社グループでは1 on 1ミーティングで対話するポイン

トを上司や社員全員に定期的にアドバイスし、事前準備を助けるためのツールも導入しています。 

ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョン（DE&I） P57
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Fujitsu Learning EXperience

　当社グループでは、社員一人ひとりがキャリア志向・強みに応じて目標を掲げ、学びたいことをいつで

も、どこでも学べるオンデマンド型教育プラットフォームであるFujitsu Learning EXperienceを導

入しています。2022年3月期は、グローバルなグループ全社員の50%以上が対象となりました。従来

は、人事部門が主となって研修メニューを策定し、決められた対象者に対して一斉に実施していたのに対

し、Fujitsu Learning EXperienceは社員一人ひとりが自由なタイミングで講座を受講できる、オン

デマンド型という特徴を持ちます。世界最大級のオンライン動画学習プラットフォーム「Udemy」との提

携により、2022年2月時点で約9,600の講座を提供しており、PCとスマートフォンのどちらからでもア

クセス可能です。また、学びの履歴を記録する機能、あるいは、自らのキャリア志向や強み、将来応募した

いポジションなどに基づき受講すべき講座を推奨する機能も有します。さらに、多様な人材が、自身の経

験に基づく知識や学びに対する思いを伝える動画など、社員の共感とやる気を引き出すコンテンツも提供

しています。

Global Strategic Partner Academy

　当社グループは、最先端のデジタル技術やノウハウの習得が可能なグローバル共通のオンライン教育

プログラム「Global Strategic Partner Academy」を2021年12月に開始しました。

　本プログラムは、当社グループの戦略的なテクノロジーパートナーであり、世界中で活用されている最

先端の ITサービスを提供するServiceNow、SAP、Microsoftの3社の協力の下で実施しています。

具体的には、3社のサービスに関連する最先端のデジタル技術やノウハウが習得可能なプログラムを、世

界中の当社グループ社員に対して提供します。知識をもとにした人材の育成や認定に加え、お客様対応時

に役立つ経験を積める実践的なプログラムを定期的に実施します。

　現在当社グループは、ビジネスプロデューサーや、GDC 　を含めたサービス・オファリングの提供を

担うシステムエンジニアなどの技術系人材のスキルセットや階層をグローバルに統一する仕組みづくりを

進めています。本プログラムもその仕組みに組み込むことで、社員のキャリア形成に寄与するとともに、

ITエンジニアの人材不足が世界的な課題になる中でも、専門性の高い知識、スキルやノウハウを持つ人

材層を持続的に拡大する計画です。

Global Fujitsu Distinguished Engineer（Global FDE）

　Global FDEとは、当社の事業戦略にとって重要な技術領域において卓越した技術力を有し、成長に

貢献している最高峰のエンジニアをグローバル共通の基準で認定する新たな制度です。2022年3月時

点で、全世界で32名の社員がGlobal FDEとして認定されています。Global FDEはいわば富士通グ

ループの「顔」であり、事業の現場で価値創造に取り組むだけでなく、カンファレンスへの参加や研究機関

との連携などを通じてグローバルなテクノロジーコミュニティでも活躍し、富士通グループのプレゼンス

向上にも寄与しています。

exPractice

　Experience（体験）とPractice（実践）を掛け合わせた造語であるexPractice（エクスプラクティス）

とは、当社グループのDXを推進する原動力となる実践態度を指します。

　具体的には、全社DXプロジェクトであるフジトラの下で、変革の仕組みと仕掛けをデザインする中で

生み出されたプログラムであり、社員が「自分事」として変革に取り組む状態を目指すものです。DXに関

連する様々なスキルやフレームワークを整理し、その中から抽出した「パーパス」「デザイン思考」「アジャ

イル」「データサイエンス」を「DXにおけるexPractice」の構成要素として設定し、学びと実践を促すプ

ログラムを提供しています。このプログラムを通じて社員が身に着けた実践態度が、部門の変革や全社

のDXテーマを推し進める力となることが期待されています。

GDC P25-26
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ビジネスプロデューサー

　当社グループとお客様の接点役として事業の最前線に立つ営業職は、お客様との既存事業に伴う業務

を担い、かつ、事業を変革するDXをリード・支援してほしいというお客様のニーズに応える役割を負って

います。当社グループは、こうしたお客様ニーズの変化に伴う営業現場の課題に対応するため、日本で働

く営業職の社員を「ビジネスプロデューサー」へと変革する取り組みを進めています。

　ビジネスプロデューサーの役割は、お客様のニーズを超える提案を行うことです。お客様の IT部門か

ら提示される要望書から出発する従来の営業アプローチを脱却し、お客様の経営層・事業部門へのアプ

ローチを通じて真の経営課題や変革ニーズを見出し、DXをリードする主体として価値を提供することを

目指しています。

　このビジネスプロデューサー像に基づき、2021年3月期からデザイン思考やアジャイル開発をはじめ

とするDXに必須の知識やスキルセットを体系化した最長で約4か月以上に及ぶ研修プログラムを、約

8,000名に対して実施しました。併せて、自らのスキルレベルの向上を確認できるシステムや実践ガイド

ラインの整備など、マインドセットの転換や事業の現場での実践を支援する体制も強化し、ビジネスプロ

デューサーの挑戦を後押しすることで、お客様のDXパートナーとしての価値創造に取り組んでいます。

高度専門職系人材

　当社グループは、DX企業としての競争優位性の維持・強化を目的に、グループ内外の高度専門職系人

材の獲得とリテンションに寄与する処遇を2021年3月期に導入しました。ITサービス業界においては、サ

イバーセキュリティ、AI、データサイエンスなどの分野を中心に人材獲得競争が激化しており、優秀な人

材を採用・維持するためには高度専門職系人材に対する報酬の市場水準を考慮した処遇が不可欠です。

このため当社は、専門性の高さと市場価値に照らして柔軟に報酬設計ができる処遇制度を導入するととも

に、市場動向に合わせた制度の見直しも行っています。

ジェンダーダイバーシティ

　当社グループは、GRB（グローバルレスポンシブルビジネス） 　においてDE&I 　を推進し、多様性の

尊重に加え、公平性に対する社員の納得感の醸成や社員の意識変革を重視した取り組みを進め、一人ひと

り多様な人材の活躍を促しています。

　現時点においてグローバルにITサービス業界で働く女性は少数にとどまっており、また、今後 IT人材

の不足がさらに進むと指摘される中で、女性グループ社員の絶対数、およびリーダーシップ層における女

性管理職比率を高めることは、持続的な成長を遂げるうえで不可欠です。こうした考えから当社グループ

は、リーダーシップレベルにおける女性比率を、DE&Iの2指標のうちの1つとして設定し、女性が昇進に

挑戦できる、したくなる環境づくりに努めています。

総務本部 総務部
シニアマネージャー

山岸 綾

女性リーダーの声
　2020年に導入されたWork Life Shiftに伴う働き方の変革が、管理職への昇進
に挑戦してみようと決意するきっかけになりました。働く場所、働く時間を自律的に選
択できる環境に変わったことが、子育てをしながら自分のキャリアも追求したいという
思いを後押ししました。また、月1回の上司との1 on 1ミーティングでのコミュニケー
ションは、私にはとても有効で助けられたと感じています。キャリア形成上の悩みや管
理職への昇進にあたっての不安を、気軽に何度も相談する機会となったからです。さ
らに、隙間時間にスマートフォンでも手軽に受講できるLearning EXperienceな
ど、スキルアップやキャリアアップに役立つ研修が提供されていたことも、挑戦への準
備となりました。
　管理職であるかどうかにかかわらず、子育てをしながら働き続けることは、とても大
変だというのが私の率直な実感です。しかしそうした中でも女性管理職がもっと一般
的になれば、ほかの女性社員にも管理職への昇進が自分事だと感じられるようになる
のではないかと期待しています。また、WorkとLifeどちらも楽しんでいる（楽しそう
に見える）女性管理職が増えれば、「大変そう」から「大きく変わるチャンス」へと、見方、
考え方も変化するかもしれません。WorkとＬｉｆｅの両立への不安から自分のキャリア
を考えることを先延ばしにしている人が、新しいキャリアに挑戦しやすい環境をつくる
には、そうした身近な変化を積み重ねていくことが必要ではないかと考えています。

DE&I P57

GRB（グローバルレスポンシブルビジネス） P52-55
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組織変革

フジトラにおける組織変革

　デジタルトランスフォーメーション（DX）とは、企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデ

ジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズをもとに製品やサービス、ビジネスモデルを変革するととも

に、業務プロセスや組織、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立することを意味します*。当社

グループがDX企業としてサービスを提供し、価値を創造するには、自らの実践に基づく「DXの形式知化」

が必須であるという認識に基づき、全社DXプロジェクトFujitsu Transformation＝フジトラは2020

年にスタートしました。

　フジトラが目指すのは、「全員参加型のDX」、そして、お客様のリファレンスとなりうる、「日本型DX」

を考え、試行、実行することです。単に事業におけるデジタル技術の活用を追求するのではなく、事業部・

部門ごとの縦割りの体制やオーバープランニングといった、硬直化した組織文化の打破と変革に注目し

ている点が、フジトラの特徴です。つまりフジトラとは、全面的な社内改革と同義であると言えます。

　プロジェクト推進のリーダーシップを執るのは、CEO／CDXO の時田、CIO、CDXO補佐の福田の

ほか、COOの古田、CFOの磯部をはじめ、コーポレート部門、営業フロント部門の担当役員10名から

なるステアリングコミッティです。その下には日本の26部門と4グループ会社、Europe、Americas、

Asia Pacificの各リージョンからそれぞれ選出されたDX Officer が集結し、現場で得た洞察を持ち寄

るとともに、部門を横断して改革を推進しています。同時にDX Ｏｆｆｉｃｅｒは、全社施策の各部門・リージョン

への浸透、各部門レベルでのDXをリードする役割も担い、そのリードの下で2021年9月までに累計で

150以上の変革テーマが抽出され、グループのあらゆる部門・組織で取り組みが進捗しています。

One Fujitsuプログラム

　フジトラの一環として、富士通グループのデータドリブン経営を支える仕組みをつくるOne Fujitsuプ

ログラムが進行しています。これは、グローバルなグループ全体での経営･業務･プロセスの標準化を目

的とする野心的な挑戦です。この目的の達成に向け、マーケティング・営業、サービスデリバリー、購買な

どの業務領域ごとに、CEO直属の役職であるデータ&プロセス･オーナー（DPO）を任命し、DPOが

事業･リージョンを横断した標準化をリードしています。

　One Fujitsuプログラムにおいて、デジタル技術は、あくまで標準化を達成するための手段と位置付

けられます。現在、標準化の進行に合わせて基幹業務（ERP）システムの構築が進んでおり、2022年4

月には英国およびアイルランドで先行稼働しました。最終的には、「グローバル・シングルERP」として、

経営･業務･ITが三位一体となり、精度・鮮度・正確性が担保されたデータに基づくデータドリブン経営へ

の進化を実現します。また同じく4月にはOneCRMが日本で稼働し、パイプライン管理のグローバル標

準化も着実に進捗しています。

VOICEプログラム

　VOICEプログラムとは、感情・反応・経験といった定性的な「声」を、デジタル技術を使って多頻度・

大量に収集するとともに、販売実績・生産履歴・業績といった定量的な実績データと組み合わせて分析す

ることで、特定の事象が起きた背景や理由に対する的確な洞察からアクションへと導くフレームワークで

す。物事の背景にある「なぜ」を正確に理解することで、自社の経営課題やその要因に対する判断、次に

来る変化への予測、さらには、そうした判断や予測に基づくアクションを取り続けることが可能となります。

　「全員参加のDX」を掲げるフジトラは、VOICEプログラムを通じて集めたお客様や社員の声を意思決

定プロセスに織り込むことで、判断の迅速化、行動の変革、新たな気づきの発掘を後押しし、企業競争力

強化につなげています。当社グループが、お客様の声を真摯に受け止め迅速なアクションにつなげれば、

お客様の当社グループに対する期待が高まります。社員にとっても、自分の声が経営変革につながれば、

自らが変化を起こす当事者であるという意識、すなわち、エンゲージメント意識が高まります。このように

お客様と社員の体験価値を相乗的に高めていくことを目指しています。

*  経済産業省「『DX 推進指標』とそのガイダンス」での定義に基づく。 
https://www.meti.go.jp/press/ 
2019/07/20190731003/20190731003-1.pdf
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パーパス・Fujitsu Wayへの共感に向けて

パーパスドリブンな経営の推進
　富士通のパーパス実現のためには、社員一人ひとりの想いを結集させて、より大きな力を生んでいく必

要があります。当社が考えるパーパスドリブンな経営とは、社員一人ひとりが、富士通のパーパスと自らの

パーパスとの重なりを探求することで、富士通での果たすべき責任や役割を認識する一方、一人ひとりが

自らのパーパスにフォーカスし、自己実現を成し遂げるためにイノベーションを起こしながら、お互いに成

長していくことです。個人のパーパスを言葉にする対話プログラムとして、当社グループではPurpose 

Carving®を全社展開し、変革の原動力につなげています。

　パーパスドリブンな経営を促進すべく、まずは経営層とグローバルの本部長クラスにあたる組織長が

パーパスドリブンな経営について対話を行い、各人が組織長として「何」を「どう」変えるか、そのための「第

一歩」をそれぞれコミットメントとして宣言するタウンホールミーティングを開催しました。また、パーパス

実現には各組織のリーダーが想いを込めて組織のビジョンを語り、メンバーの共感を引き出し、一人ひとり

が自ら考えながら挑戦するマインドを引きだすことが重要となります。より共感を引き出せる組織ビジョン

へ磨きをかけるべく、本部長同士で組織ビジョンを語り、コメントし合うビジョンピッチも開催しました。

Fujitsu Way推進の取り組み
　グループ内でFujitsu Wayへの共感を高めるため、全社員に向けて様々な形での説明会を行うな

ど、各種コミュニケーション施策を実施しています。また、富士通および国内外グループ会社にFujitsu 

Way推進責任者を配置しており、推進責任者が主体となっ

て、Fujitsu Wayの推進を主導するガバナンス体制を構

築しています。加えて、社長と推進責任者によるFujitsu 

Wayミーティングを半年から1年ごとに開催しています。そ

のほか、年間を通じ、各組織において、社長とのタウンホー

ルミーティングの実施、現場部門からのグッドプラクティス

の共有など、グローバル全体でFujitsu Wayの共感を高

めていくことに向けて取り組んでいます。

パーパス実現に向けた社内表彰～サステナビリティ貢献賞～
　サステナビリティ貢献賞は、パーパスの実現を推進するために設けた社内表彰です。富士通が考える持

続可能な社会をつくり上げるためには、一人ひとりが、パーパスに基づいた事業方針の下、変革を起こし、

新しい価値を生み出していく必要があります。そこで、サステナビリティ貢献賞では社会へのアウトプット

だけでなく、これまでのありようを大きく変えることを推進するため、組織のカルチャー変革も表彰に加え

ています。

　2021年度は、富士通グループの各社から166件とグローバルに多数の応募があり、大賞は「様々な

ステークホルダーを透明性のあるサプライチェーンソリューションで統合し、社会的課題解決に挑戦」、

「Global Delivery Responsible Business Program（GRiP）―教育を通じた長期的インパクト

創出（地域社会での教育ボランティア活動）―」の2件、そのほか優秀賞7件、特別賞39件が選ばれました。

受賞事例およびグッドプラクティスを社内に共有し、サステナビリティの取り組みへの共感を広げ、取り組

みを一層活性化します。

詳細についてはこちらをご参照ください。 
https://www.fujitsu.com/jp/about/csr/transformation/

ビジョンピッチ

Fujitsu Way解説書
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Our approach  
to sustainability

Home           Our approach to sustainability 富士通

富士通グループは、パーパスに「世界をより持続可能にし
ていくこと」を掲げ、GRB（グローバルレスポンシブルビ
ジネス）という枠組みでその実現に向けて取り組んでい
ます。GRBは地球規模でのサステナビリティに配慮した
経営を目指すものであり、GRBを構成する1つひとつが、
国連が定めた持続可能な開発目標（SDGs）とも一致す
ると考えています。
私たちは、GRBを通じて、SDGs の達成に貢献するとと
もに、その先を見据えて取り組んでいきます。
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CSO（Chief Sustainability Officer）からのメッセージ

対話を通じて事業と
サステナビリティの統合による
価値創出を加速し、パーパスの
実現と富士通グループの
成長に貢献します。

執行役員EVP 
CSO

梶原 ゆみ子 

サステナビリティに対する当事者意識を醸成

　富士通グループのサステナビリティに対する取り組みは、過去2年

間で大きく前進しています。2020年にパーパスを明文化し、同時に、

中期的な成長戦略を示した経営方針の中で非財務指標を設定*1、

2021年には非財務指標に数値目標を掲げるとともに*2、社会課題

を解決するグローバルソリューションであるFujitsu Uvance 　が

スタートしました。サステナビリティは、利益を社会に還元するため

だけに行うものではなく、グローバル社会における当社グループの

役割を定義する核心的要素として経営に統合され、また、その概念が

社員に確実に共有され始めています。

　サステナビリティ活動を推進し、パーパスを実現するためのプラッ

トフォームとなるGRB（グローバルレスポンシブルビジネス） 　の

マネジメントにおいても、7つの重要課題のそれぞれに執行役員レ

ベルのリーダーが就任し、事業との統合が強化されました。「コミュ

ニティ」のリーダーを務める私自身も含めたコーポレート部門の担

当役員3名に加え、ビジネス部門の担当役員3名がリーダーに指名

された背景には、サステナビリティが事業そのものであるという当

社グループの考えがあります。社長を委員長とするサステナビリ

ティ経営委員会の下で、各リーダーと具体的な活動を推進する日本、

Europe、Americas、Asia Pacificの4つのリージョン 　の担

当者が、事業との親和性やリージョンごとの課題を整理しながら、グ

ループとして統一感のある取り組みを推進しています。

　振り返れば、つい3年ほど前までは、多くの社員にとってのサステ

ナビリティに対する認識は、コーポレート部門が旗振り役となり、そ

の重要性や当社グループの事業との関係について時折情報の発信

がされる程度にとどまっていたのではないかと思います。サステナ

ビリティが当社グループの事業にとって不可欠な要素で、ビジネス

の成長の源泉であるということが広がりつつある背景には、当事者

意識を呼び起こす仕組みの整備が大きく寄与しています。

　具体例を挙げれば、実商談においても、当社のビジネスプロ

デューサー 　がGHG排出量削減ソリューションなどのサステナビ

リティ関連の提案をするようになってきました。また、上級幹部のパ

フォーマンス評価においては、業績目標の達成度とならび、非財務

指標の目標達成への貢献、GRBの環境やDE&Iなどへの取り組み

も評価項目に織り込まれています。
*1  2020年にお客様NPS®、従業員エンゲージメントの2指標を設定。翌2021年にDX推進指標
を追加。

*2  2021年に従業員エンゲージメント、DX推進指標の目標値を設定。翌2022年にお客様NPSの
目標値を追加。
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Fujitsu Uvance P34-41

GRB（グローバルレスポンシブルビジネス） P52-55

日本、Europe、Americas、Asia Pacificの4つのリージョン 
 P24-27

ビジネスプロデューサー P46
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価値提供に挑戦する社員の実践をバックアップ

　成長戦略の一環として非財務指標を活用する当社グループの取り

組みに関心を持つお客様が増えていることも、社員によるサステナ

ビリティへの当事者意識の動機付けとなっています。特に、非財務指

標の測定に活用している「VOICEプログラム 　」に関しては、デー

タ収集の仕組みの構築からデータ活用の方法まで、富士通の社内実

践をもとに具体的なステップやメリットを教えてほしいという問い合

わせが増加しています。そうしたお客様のニーズに自信を持って対

応するには、自分自身が非財務指標やサステナビリティ経営に対する

理解と共感を培わねばなりません。

　実際に、事業の最前線に立つ部門から、サステナビリティを所管す

るコーポレート部門に対する支援の要請も増えています。CSOとし

ての私に現在求められる役割の1つは、こうした現場の要望に応えて

お客様にどのような提案ができるのかを共に検討し、お客様の1歩先

を行く価値提供に挑戦する社員をバックアップすること、そして、お

客様との対話を通じ、サステナビリティと事業の接点を強化すること

だと考えています。

　冒頭でも述べたFujitsu Uvanceは、パーパスの実現を見据え、

サステナブルな社会をつくるための提案をお客様に行うという前提

に立っています。当然、オファリングの開発やお客様への提案にあ

たっては、サステナビリティに関わる諸課題に対する幅広い理解、グ

ローバルな視点での競合企業も含めた最先端の動向の把握、それら

も踏まえた競争力のある提供価値の検討が必須です。GHG排出量

削減をはじめとする当社グループの社内実践を通じて蓄積した知見

を、現場に立つ社員の研修やお客様へのコンサルティングといった

形で事業に還元し、富士通グループならではの価値創造を後押しし

ます。

事業の成長に貢献する対話にコミット

　当社グループが、サステナビリティを本業として価値創造をして

いる、社会にインパクトをもたらしているということを証明するには、

Fujitsu Uvanceをはじめとする事業の成長を実現せねばなりま

せん。また、GRBが非財務指標 　の改善にどのように寄与してい

るのか、非財務指標と財務指標 　との間にどのような関係性が存在

するのか、実証的に示していくことも必要です。そうした証明は、サ

ステナビリティを軸に据えた事業に対する社員のさらなる動機付け

に、また、お客様から当社グループに対する期待のポジティブな変化

に結びつくはずです。2022年7月には、当社のビジョンやFujitsu 

Uvanceの実践、DXを支えるテクノロジーをお客様にご紹介する

とともに、サステナブルな社会の実現をお客様と共に描き、議論する

ための場も本社内とオンライン上に設けました。CSOとして、社員

との対話、お客様との対話にコミットして、富士通グループの成長と

事業モデルの変革に貢献していきます。

Home           Our approach to sustainability            CSO（Chief Sustainability Officer）からのメッセージ

VOICEプログラム P47

非財務指標 P28-30

非財務指標と財務指標 P31-33
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サステナビリティマネジメントの全体像

富士通グループは、これまでも責任ある企業として製品やサービスを通じて社会に信頼を届けてきました。
しかし、未曽有の危機に直面し私たちの暮らしやビジネスの見通しが困難な今、より一層社会からの期待に応えていくために、
経営トップの主導でサステナビリティに配慮した経営を強化し、社会に有益なインパクトを生み出す方向へ大きく進んでいます。

富士通グループのサステナビリティ経営

基本的な考え方
　急速に変化する不確実な時代に、社会の変革に主体的に貢献

していくには、富士通の存在意義（パーパス）を明確にした新しい

Fujitsu Wayに基づき、地球社会の一員として事業活動を行うこと

が重要です。特に、環境・社会・経済の視点から課題解決を考え、社

会に対する有益なインパクトを生み出していく必要があります。そ

のため、2020年度より、従来の財務目標に加え、非財務分野の評

価指標を新たに経営目標に設定しました。財務・非財務の両面から

社会やお客様に長期的で安定した貢献を行い、その結果を、再び当

社自身の成長へとつなげています。

推進体制
　富士通グループは、「サステナビリティ経営委員会」を設置してい

ます。この委員会では、環境・社会・経済に与える影響を考慮し、当

社を取り巻くすべてのステークホルダーへの価値創造を通じて自ら

も長期的に成長していくという、責任あるグローバル企業としての

経営のあり方を議論しています。

　委員会は半期ごとに開催され、非財務分野の目標達成状況の確

認、新規活動の審議や討議などを行い、その結果は経営会議と取締

役会に報告されます。委員長は社長とし、サステナビリティ経営の

視点から委員長が指名する役員が委員に任命されます（2022年4

月現在、委員長含め17名）。

　サステナビリティ経営委員会の下、下図のように、非財務分野の取

り組みはGRB（グローバルレスポンシブルビジネス）の枠組みで7

つの重要課題を設置し、個別目標（KPI）の達成に向けて、グローバ

ルの各リージョン、部門を横断する活動として推進しています。各本

部やグループ会社のレベルでは、Fujitsu WayやGRBに基づき

それぞれの組織におけるミッションの設定や活動レビューを推進し

ています。

サステナビリティ経営推進体制 取締役会

経営会議

事業部門・リージョン

人権・多様性 ウェルビーイング 環境 コンプライアンス サプライチェーン 安全衛生 コミュニティ

サステナビリティ経営委員会
（委員長：社長、副委員長：副社長、事務局長：サステナビリティ推進本部長）

GRB（グローバルレスポンシブルビジネス）

詳細については「富士通グループのサステナビリティ経営」をご参照ください。
https://www.fujitsu.com/jp/about/csr/vision/policy/
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非財務指標とGRB（グローバルレスポンシブルビジネス）

　GRBは、サステナビリティ活動を推進し、Fujitsu Wayを具現

化するためのプラットフォームです。全グループ社員が「企業は社会

の一員である」と常に意識し、利益追求のみではなく、事業活動から

生じるサステナビリティの負の影響を低減し、正の影響を最大化し

ていくことを目指しています。

　GRBの推進により、長期的には非財務分野の活動をビジネス・

財務結果に結びつけることを目指します。GRBの進捗状況は、サス

テナビリティ経営委員会で定期的に確認し、経営方針レビューや各

種媒体を通じて公表していきます。

SDGsへの取り組み

　富士通のパーパス「イノベーションによって社会に信頼をもたら

し、世界をより持続可能にしていくこと」は、SDGs達成への貢献を

社内外に約束するものです。富士通は、SDGsの本質を、2050年

に90億人を超える人類が、地球の限界内でより良い生活を営める

よう、2030年までに達成すべきシステムトランスフォーメーション

であると捉えています。SDGsの示す課題は、環境・社会・経済の

諸要素から構成されており、その解決には、社会全体を捉えたDX

がカギとなります。そのため、富士通は、自身の経営をサステナブル

に変容させるGRBに加え、ビジネスを通じた社会課題解決を目指

すグローバルソリューション「Fujitsu Uvance」を立ち上げ、取り

組みを進めています。デジタルテクノロジーを駆使して、業種の壁

を越えたエコシステムを形成し、自社やお客様の経営、さらには社

会のあり方を変革しながら社会課題を解決することで、SDGsの達

成へ貢献していきます。

非財務指標についての詳細は、P28-33「非財務指標」、「非財務指標
タスクフォースの挑戦」をご参照ください。

詳細については「SDGsへの取り組み」をご参照ください。
https://www.fujitsu.com/jp/about/csr/sdgs/

非財務指標

人権・多様性

ウェルビーイング

環境

コンプライアンス サプライチェーン

安全衛生

コミュニティ

お客様NPS® 従業員
エンゲージメント
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GRB進捗一覧

富士通グループでは、重要課題ごとにありたい姿、目標、2022年度末を達成期限とするKPIを定めています。この達成に向けて実効力のあるマネジメント体制を構築し、
また各国の国内法や労働市場など国・地域ごとの違いを踏まえつつ、グローバルでより高いレベルの活動が実施できるよう、具体的なアクションについて検討を進めています。

重要課題 ありたい姿 2022年度目標 2021年度実績

人権・多様性   人権
実社会／デジタル社会において、「人間の尊厳」への配慮
がすべての企業活動に反映され、「人を中心とした価値創
造」が恒常的に行われている。

  多様性
多様性を尊重した責任ある事業活動（レスポンシブルビジ
ネス）に取り組み、誰もが自分らしく活躍できる企業文化
を醸成する。
個人のアイデンティティにかかわらず、誰もが違いを認め
合い、活躍できるようにする。

  人権
「人権尊重」の社内浸透
・ グローバルな人権に関する全従業員向け教育の受講率：80%

  多様性
インクルーシブな企業文化の醸成
・ 社員意識調査でのDE&I関連設問の肯定回答率向上： 
連結66%（2019年度）→69%／単体59%（2019年度）→63%
・ リーダーシップレベルにおける女性比率増： 
連結8%（2019年度）→10%／単体6%（2019年度）→9%

  人権
グループ全社員を対象とした「ビジネスと人権」に関するeラーニングを16か
国語でグローバルに実施
受講率：92%

  多様性
・ 社員意識調査でのDE&I関連設問の肯定回答率 
連結：69%／単体：65%
・ リーダーシップレベルにおける女性比率 
連結：10.3%／単体：8.0%

ウェルビーイング すべての社員が心身ともに健康でいきいきと働くことが
できる環境をつくりだす。また社員が自己の成長を実現さ
せて、その力を最大限に発揮できる機会を提供する。

いきいきと働くことができる職場環境の提供
・ 社員意識調査「ワークライフバランス」「職場環境」に対するグローバル 
共通平均スコア：71
成長の実現と力を発揮できる機会の提供
・ 社員意識調査「成長の機会」に対するグローバル共通平均スコア：70

・ 社員意識調査「ワークライフバランス」「職場環境」に対するグローバル 
共通平均スコア：64
・ 社員意識調査「成長の機会」に対するグローバル共通平均スコア：68

環境 グローバルな環境リーディング企業として社会的責任を
果たす。気候変動対策としてパリ協定の1.5℃目標の達成
と、革新的なソリューションの提供による、資源の有効利
用を含めた環境課題解決に貢献する。

社会的責任の遂行と環境課題解決への貢献
・ 事業拠点の温室効果ガス（GHG）排出量を基準年比 37.8%以上削減する 
（2013年度実績の毎年4.2%削減）
・ 事業活動に伴うリスクの回避と環境負荷の最小化
・ ビジネスを通じたお客様・社会の環境課題解決への貢献

  GHG排出量の削減
・ 目標：33.6%以上削減（2013年度比 毎年4.2%削減） 
実績：37.2% 削減
・ 再生可能エネルギー導入率：20.7%

  事業活動に伴うリスクの回避と環境負荷の最小化
〈事業所〉
・ データセンターのPUE改善：目標1.57に対し実績1.56を達成
・ 水の使用量：前年度から5.7万㎥削減
・ 製品の省資源化・資源循環性向上：新製品の資源効率を10.1%向上（2019年
度比）

〈サプライチェーン〉
・ 製品の使用時消費電力によるCO2排出量を37%削減（2013年度比）
・ サプライチェーン上流におけるCO2排出量削減および水資源保全： 
主要取引先への取り組み依頼を100%完了

  ビジネスを通じたお客様・社会の環境課題解決への貢献
・ カーボンニュートラルに関する知見のビジネス部門、事業部門へのスキルト
ランスファー
・ 環境勉強会やOJTを通じた社内教育の実施による社員の専門スキル向上
・ 社内リファレンスに基づくソリューション創出
・ 環境課題解決につながるお客様提案に向けた支援
・ CO2排出量削減貢献量の評価ツール”EcoCALC”のグローバル対応の再
整備と情報共有社内サイト立ち上げによる社員の環境課題の自分事化
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重要課題 ありたい姿 2022年度目標 2021年度実績

コンプライアンス 富士通グループ内の役職員が、高いコンプライアンス意
識を持って事業活動を行うことにより、社会的責任を果た
しつつ、ステークホルダーから信頼される企業グループで
ある。

コンプライアンスに関わるFujitsu Way「行動規範」の組織全体への周知徹
底をさらに図るために、グループ全体にグローバルコンプライアンスプログラ
ムを展開することで、高いコンプライアンス意識を組織に根付かせるとともに、
経営陣が先頭に立って、従業員一人ひとりがいかなる不正も許容しない企業風
土（ゼロ・トレランス）を醸成する。
・ 社長、部門長またはリージョン長からコンプライアンス遵守の重要性をメッ
セージとして発信：1回以上／年

国際腐敗防止デーに合わせたFujitsu Compliance Weekにおいて、社長・
各リージョン長・各国グループ会社社長等の経営層から従業員に対し、コンプ
ライアンス遵守徹底のメッセージを発信

サプライチェーン 富士通グループは自社サプライチェーンにおいて、人権
や環境、安全衛生に配慮した責任ある、かつ多様性に富む
調達を実現する。

自社サプライチェーンにおける責任ある調達の実現
・ 当社主要取引先による責任ある調達の国際基準への準拠へ向け、当社主力製
品の主要な製造委託先・部品取引先より、下記文書のいずれかを入手する。 
（目標KPI=100%）

- RBA*1工場監査プラチナまたはゴールド判定書
- 当社CSR調達指針（＝RBA行動指針）への誓約書
サプライチェーン多様性の推進
・ 従来の取り組みと並行して、サプライチェーンの多様性確保をResponsible 

Business の目標に位置付け、グローバルに推進。
サプライチェーンにおけるGHG排出削減
・ GHG排出削減を取引先と共に推進するため、主要物品取引先に対して、国
際基準に沿った数値の目標設定を依頼する。

・ 下記文書いずれかの入手率：100%
- RBA工場監査プラチナまたはゴールド判定書
- 当社CSR調達指針への誓約書

・ UK・Americas・オセアニアにおいて、中小企業（SME）・女性経営・少数
民族企業等、多様な属性を持つ企業からの調達KPIを達成
・ 293社あてに目標設定のための説明会への参加を要請

安全衛生 富士通グループはすべての事業活動において、心とから
だの健康と安全を守ることを最優先し、各国各地域の事情
に合わせた、安全で健康的な職場環境を提供する。
・ 重大な災害発生や質の低い安全衛生管理を許容しない
文化を醸成する。
・ すべての事業活動の価値の中心に、心とからだの健康と
安全を守ることを据える。
・ 予防可能な病気やケガ、業務上の予期せぬ事故などによ
るビジネス機会の損失をゼロにする。

グループ会社を含むすべての職場において、安全で働きやすい環境を実現し、
心とからだの健康づくりを推進する。
・ 重大な災害発生件数：ゼロ
・ 安全衛生に関するグローバルレベルでのマネジメントレビュー実施：1回／年

・ 重大な災害発生件数：ゼロ
・ グローバル安全衛生管理リーダーが富士通グループのCOVID-19対応につ
いてレビューを実施

コミュニティ 地球社会への帰属意識を有する社員が、社会課題への共
感性を高めて活動を共創することで、社会のみならず経
済／ビジネスに良いインパクトをもたらしている。創出し
たインパクトを評価／分析・発信し、さらなる価値を社会
に提供している。

企業文化および社員のマインドセット変革への貢献
・ 社会課題に関連した社会貢献活動に参加した従業員数の増加率 
ニューノーマル下において、2019年度比+10%

2021年度より集計開始：2019年度比-2.9%*2

*1  RBA : Responsible Business Alliance  
電子機器メーカーや大手サプライヤーなど、約140社が加盟する国際イニシアチブ。行動規範を定め、サプライチェーン上の環境や労働者の人権および労働条件や、倫理・安全衛生などの改善を進めている。

*2 コロナ禍の影響により対面での活動に制約。オンラインイベントの開催など、種々の施策展開により、2021年下期以降参加従業員数増加も、2019年度比減少の状況。
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人権・多様性  

当社にとって大切な理由と優先課題

執行役員EVP
グローバルソリューション
（グローバルデリバリー、JGG）

ティム ホワイト

　社員一人ひとりが富士通の一員であることを実感すること。それが

私たちのパーパスを実現し、企業として成長し続けるためのカギを握

ります。多彩なアイデア、競争力、イノベーションの源泉となるのは、

社員のエンゲージメントです。それは、様々な課題に直面しているお

客様への共感を生み出すのです。

　人権を尊重し、多様性・公平・インクルージョンを推進するパーパス

ドリブンな組織であること。それが、従業員の働く意識を向上させる

大前提です。パーパスドリブンな組織の下でこそ、社員一人ひとりが自

らのやり方で、最大限の能力を発揮し、活躍することができます。優れ

た才能とやる気のある社員が結集することが、お客様からの信頼獲得

につながります。

人権

推進体制

　当社グループでは国連の「ビジネスと人権に関する指導原則（UNGP）」に基づいた「人権デューデリ

ジェンス」を推進しています。活動の中で、幅広い社内部門へのヒアリングや国内外の専門家との意見交

換を通じて、特に事業活動によってもたらされる影響が大きい領域として「サプライチェーン」「社員」「顧

客・エンドユーザー」の3つを定め、これらに対する人権課題の解決に向けた活動を実施しています。また

人権デューデリジェンスを推進していくために、GRBの重要課題「人権・多様性」の枠組みにおいて、各

海外リージョンの人権業務担当者による定期的な会議体制を構築しました。今後、目標とKPIの達成に向

けた進捗状況の確認や人権デューデリジェンスに関する意見交換を実施していきます。

人権に関する教育

　当社グループでは、入社・昇格時研修やマネジメント研修などの定期的教育に加え、社員一人ひとりの

人権課題に対する意識向上を図るために、2021年度にグループ全社員を対象とした「ビジネスと人権」

に関するeラーニングを16か国語でグローバルに実施し、全社員の約92%が受講完了しました。本eラー

ニングでは、人権の基礎知識やグローバルな潮流、企業と

しての取り組みに加え、富士通が定める3つの領域（顧客・

エンドユーザー、社員、サプライチェーン）に即した、人権

に悪影響を与える可能性がある企業活動の事例を紹介し、

日々のビジネスにおける人権尊重の重要性について一人ひ

とりが理解を深めることを目指しています。

人権課題に関する啓発活動

　当社グループでは、社員を対象に世界人権デーに合わせて人権課題に関する啓発活動を行っています。

社長や経営陣より人権に関するメッセージを発信するとともに、eラーニングでの学びをより深めるために

「ビジネスと人権」セミナーを開催しました。セミナーでは、

ビジネス上の人権意識の定着を目的とし、テクノロジーや

ソリューションの提供による意図しない人権侵害、サプライ

チェーンや協力会社との間で注意すべき人権、社員にとっ

て心理的に安全性のある場所の確保をテーマに、外部から

スピーカーを招き対談を行いました。

2021年度のeラーニング画面

セミナー登壇者
（左から）キャスター：国谷裕子氏、

BSRマネージング・ディレクター：永井朝子氏、
CSOの梶原

詳細についてはこちらをご参照ください。
https://www.fujitsu.com/jp/about/csr/humanrights/
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多様性

推進体制

　当社グループでは2008年にダイバーシティ、エクイティ&インクルージョン（DE&I）推進のための部

署を設置し、担当役員の下、グローバルな推進体制を構築しています。定期的にリージョン推進担当者の

会議を開催し、課題や実施施策の共有、新規施策の企画立案を行うとともに、推進状況を把握するため、

毎年グローバルで実施するエンゲージメントサーベイの中にDE&Iに関する設問を設け、KPIとして測定

しています。加えて、重点領域に支援者の代表としてエグゼクティブスポンサーを選任し、推進活動をサ

ポートしています。日本国内では、グループ会社の推進責任者と情報や施策を共有し、連携を図りながら

DE&Iを推進しています。そのほか、上位の幹部社員の目標にDE&Iに関連する項目を含め、取り組みの

実効性を高めています。

「Global DE&I Vision」 と 「Inclusion Wheel」の刷新

　当社グループは、個々の多様性を活かすインクルージョンに向けた取り組みを加速していくためのグ

ローバル共通の指針として、2019年に「Global DE&I Vision」と「Inclusion Wheel」を策定し、ビ

ジョン・戦略目標・5つの重点領域を定めてグローバルで活動を推進してきました。2022年、誰もが一

体感を持って自分らしく活躍でき、公平でインクルーシブな企業文化を目指すため、戦略、ステートメント

およびビジョンを見直し、内容を刷新しました。

Diversity and Inclusion Sessionの開催

　当社グループでは、Global DE&I Visionに掲げた「Be Completely You」‐誰もが自分らしく活

躍できる企業文化の醸成に向けて、Diversity and Inclusion Session（旧：ダイバーシティ全社推進

フォーラム）を2008年度よりスタートし、年に1度開催し

ています。本セッションは、DE&Iについて再認識し、新た

なマインドセットや行動変容を喚起することを目的とし、当

社経営陣によるDE&Iに関するメッセージ発信や社外有識

者による講演会を実施しています。2021年度からは、海外

からも参加できるようにし、グローバル統一のメッセージ発

信の場としました。

富士通オーストラリアによるFirst Nationsサービスセンターの開設

　富士通オーストラリア（FAL）は、クイーンズランド州シェルブールのアボリジニ協会、先住民アボリジ

ニのコミュニティ、クイーンズランド州政府と共に、「First Nationsサービスセンター」（以下、サービス

センター）をシェルブールに設立しました。サービスセンターでは先住民であるアボリジニのためのデジ

タルイノベーションを支援し、サービスセンターの職員と

なったアボリジニの方々が専門職として就労が可能となる、

州立の職業訓練専門学校の認証の取得をサポートしていま

す。今後も、人材市場における先住民アボリジニの価値を

高め、キャリア形成を支援していきます。

Be completely you Empowered by Diversity, Equity and Inclusion

詳細についてはこちらをご参照ください。
https://www.fujitsu.com/jp/about/csr/diversity/

ビジョン

戦略目標

重点領域

多様性を尊重した責任ある 
事業活動（レスポンシブルビジネス）に取り組みます。
誰もが一体感をもって自分らしく活躍できる、
公平でインクルーシブな企業文化を醸成します。

・より良い社会への貢献
・イノベーションの創出
・ お客様やパートナーとの 
より良い関係

・ジェンダー
・ 健康・障がい・ 
アクセシビリティ

・一体感の醸成
・公平でインクルーシブな企業文化
・多様な人材が活躍する組織
・従業員エンゲージメントの向上

・文化・民族
・LGBTI＋
・世代間

公平

インクルージョン

Be 
completely 

you

LGBTI＋

文化・
民族

世代間

ジェンダー

健康・障がい・
アクセシビリティ

刷新した「Global DE&I Vision」（左）と 「Inclusion Wheel」（右）

2021年12月に開催したDiversity & Inclusion Session

FALのチームメンバーとサービスセンターの職員 
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ウェルビーイング／安全衛生          

当社にとって大切な理由と優先課題

執行役員EVP
CHRO

平松 浩樹

　ウェルビーイングは、当社グループが掲げる非財務指標の1つであ

る従業員のエンゲージメントの源泉です。「社員と家族の健康」「会社

や仲間との信頼関係」「自律的な学びと成長」「金銭的・非金銭的な報

酬」の4つの要素を基本に、働く環境と一人ひとりの成長や自己実現

の機会を提供し続けることを重視しています。

　世界各地で働くすべての社員の健康と安全は、あらゆる事業活動を

進めていくうえで最優先すべきものです。この考えは、事業環境が絶

えず変わり続け、働き方の選択が多様化する中であっても不変です。

労働災害の発生状況や安全衛生に関する取り組みをグローバルレベ

ルで共有するとともに、メンタル面へのサポートも重視することで、社

員が前向きに仕事や自身の成長に向き合える環境を整備しています。

ウェルビーイング

推進体制

　グローバルレベルの推進体制として「Global Wellbeing Committee」を定期的に開催していま

す。当社にとって「人材」が最も重要な資本であると位置付け、パーパスの実現に向けて、社員の心とから

だの健康と安全を守り、すべての社員が心身ともに健康でいきいきと働くことができる環境をつくりだす

ことをグローバル共通のサステナビリティ重要課題として設定している中で、各リージョンの推進メンバー

がオンライン上で集まり、グローバル共通目標のあり方や、各リージョン独自の取り組みに関する共有や、

グローバルで取り組みを加速させるための施策に関する議論を行っています。

「Work Life Shift」の進化

　2020年に発表した「Work Life Shift」を進化させた施策として、2021年10月、「Work Life 

Shift 2.0」を発表しました。アフターコロナを見据えて、オフィスでのリアルなコミュニケーションの効果

的な活用を組み合わせた真のHybrid Workの実現や、Lifeのさらなる充実などを目指した施策を展開

しています。オフィスはそこでしかできない体験を提供するエクスペリエンス・プレイスとし、スタートアッ

プとのコラボレーションや2021年3月に提携した大分県をはじめとする地方自治体との地方創生を推進

しています。また、男性育児参加100%やワーケーション／副業の推進など、WorkとLifeのシナジー

を追求することで新たな価値創造につなげるとともに、一人ひとりのウェルビーイングに向き合い、エン

ゲージメント向上を実現していきます。

学びの祭典「Fujitsu Learning Festival 2022」

　当社グループでは、2022年6月、グローバルを含めた社員とその家族向けの学びの祭典「Fujitsu 

Learning Festival 2022」を5日間にわたって開催し、約40,000人が参加しました。昨年から始めた

本イベントは、「社員が自律的に学び、会社はその学びをサポートする」という、ジョブ型人材マネジメント

の導入に伴う新たな育成方針に基づき、社員の自律的な学びと、学びの習慣化の促進を目的としています。

2022年はテーマを「SDGs with Wellbeing／ Fujitsu Uvance」とし、インタラクティブなセッション

や社内外の講師によるセミナー、社員によるセッションやワークショップなど、オンラインのほか一部リアル

での実施を交えた計１８２のコンテンツを、期間中は日・欧・米と連携して24時間配信しました。今後も、一

人ひとりが自分らしく生き、組織として良い循環を起こしていくことを目指し、開催していく予定です。

Fujitsu Learning Festival 2022
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新しい形の入社式「Welcome Ceremony for New Joiners 2022」

　グローバルな一体感を体現するイベントとして、2022年の新卒入社者、加えて2021年のキャリア入

社者を歓迎する入社式を開催しました。世界中からの参加と感染防止の観点から、Fujitsu Uvance 

Kawasaki Towerをメイン会場とし、国内外の拠点をオンラインでつないだハイブリッド形式で実施

しました。各リージョンを含めた世界中の社員が参加し、オンラインの機能を用いたエールを送るなど、

11,000人を超える新しい仲間を歓迎しました。

頭痛対策プログラムの世界的リーダー企業に認定

　当社は2022年3月、国際頭痛学会の世界患者支援連合より、企業として世界で初めて頭痛対策プロ

グラムの世界的リーダー企業に認定されました。国際頭痛学会の世界

患者支援連合、日本頭痛学会との３者共同で、2019年７月から2022

年２月まで「FUJITSU頭痛プロジェクト」を展開し、国内のグループ約

70,000人の社員を対象とした頭痛に関する知識を習得するためのe-

ラーニングのほか、頭痛患者へのビデオセミナー、専門医とのオンラ

イン頭痛相談などのプログラムを実施しており、これらの取り組みが

企業における頭痛対策のモデルケースとして評価されています。

安全衛生

推進体制

　各リージョンにおける安全衛生推進体制を設け、各国法にのっとった労働安全衛生に関するコンプライ

アンスや予防対策を徹底するために、リージョン主導の包括的なアプローチを進めています。

　日本では人事・総務部門と健康管理部門、労働組合で構成される「安全衛生委員会」を中心に、労働安

全衛生マネジメントシステムに関する指針に沿った方針策定と安全・健康な事業所づくりに取り組んでい

ます。また、海外リージョンでも横断的なインシデント管理システムを構築し、社員の労働安全衛生に関す

る啓発活動を実施しています。

　グローバル一体で中長期的な目標を定め、労働災害を許容しない文化の醸成に向けて、ガバナンスの

強化、マネジメントシステムの確立、人材やスキル開発に取り組んでいます。

感染症対策

　ＣＯＶＩＤ－１９の拡大を受け、グローバルで社員が安全かつ安心して働けるようにオフィス勤務とテレ

ワークとを最適に使い分けた（または組み合わせた）働き方のほか、オンライン会議の利用、海外出張、国

内遠地出張の原則禁止といった取り組みを実施しています。また、どのような環境においても円滑に業務

が遂行できるよう、テレワーク勤務に関するガイドラインを作成し提供するとともに、社内業務の見直しや

社会的責任の遂行に向けた対策を講じています。

　オフィス環境においても、ソーシャルディスタンスを考慮した席の配置、アルコール消毒薬の設置、

フリーアドレスにおける座席の記録管理などを行い、安全で安心できる職場環境を提供しています。

　ＣＯＶＩＤ－１９感染対策として、ワクチン接種を日本をはじめインドやフィリピン、ドイツなどアジア・ヨー

ロッパの一部地域で推進しています。なお、日本では３回目接種を２０２２年３月より実施しました。また、フィ

リピンでは、余剰ワクチンを地域へ寄付することで、ワクチン接種を地域社会に普及しています。

イベントに出席したCTOのマハジャン、副社長の古田、
社長の時田（左から）

メイン会場のFujitsu Uvance Kawasaki Tower

国際頭痛学会の世界患者支援連合からの「頭痛
対策プログラムの世界的リーダー企業」認定証

詳細についてはこちらをご参照ください。
https://www.fujitsu.com/jp/about/csr/wellbeing/

詳細についてはこちらをご参照ください。
https://www.fujitsu.com/jp/about/csr/safety/
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コミュニティ  

当社にとって大切な理由と優先課題

執行役員 EVP
CSO

梶原 ゆみ子

　当社にとって重要なステークホルダーの１つである、地域社会（コ

ミュニティ）への貢献は地球市民・グローバル企業としての社会的責務

と認識しています。また社員によるコミュニティ活動は、社会課題への

理解や困難な立場にある人々への共感等を深める契機となり、社員自

身のスキル開発や、当社グループで働くことへの誇りや帰属意識の向

上にも寄与すると考え、コミュニティを当社グループにおける重要課題

として設定しています。

　人や組織が社会課題への共感によって結びつき、コミュニティをより

良くしようという活動の中から、信頼に基づく新たなイノベーションを

生み出し、ポジティブなインパクトを創出するサイクルを築き上げるこ

とを優先課題とし、富士通のパーパス実現に向けた活動に取り組んで

いきます。

推進体制

　それぞれの地域社会における課題を把握し、地域、人々に寄り添ったコミュニティ活動を推進すること

で、各国の社員が社会課題を自分事として捉え、解決に向けた行動へつなげることを目指します。そのた

め各リージョンにコミュニティ活動推進責任者を配置し、各国の活動を企画・推進しています。リージョン

単位での活動の結果評価は本部が推進するとともに、グローバルレベルの取り組みは本部において企画

し、各リージョンで推進する体制を取っています。それぞれの取り組み結果を本部とリージョン間で共有

し、より良い活動の企画につなげています。

中学生向けオンライン授業の開催～デザイン思考でSDGsを考える～

　当社は、SDGsで掲げられた社会課題について、デザイン思考を取り入れて解決策を考えるオンライン

授業を実施し、全国の中学校より207名の生徒が参加しました。本授業は、次世代を担う子どもたちの未

来社会を創造する力の育成支援を目的とし、当社社員が考案したソリューション事例を踏まえた教材を活

用し、中学生にデザイン思考を伝えることで、SDGsの目標である社会課題の解決方法やその考え方に

触れる学びを体験できるプログラムです。これからも「社会とつながる学び」を支援する取り組みを進め

ていきます。

バーチャル職場体験によるSTEM分野のキャリア形成支援

　Fujitsu UKは、イギリスにおいて学生の成長を支援し、「STEM」*分野でのキャリア促進に貢献する

ことを狙いとして、バーチャル職場体験の場を提供しています。このプログラムでは、地理的な場所に関

係なく、全国の学生に公正で平等な職場体験の機会を提供するとともに、Fujitsu UKの社員により、学

生にIT業界の魅力を伝え、テクノロジーが社会に与える影

響について理解を深められる内容を提供しています。今後

は年間2,400人の学生の受け入れを目指しており、次世代

の学生に刺激を与え、将来のデジタル人材育成の機会の創

出を進めていきます。
*  STEM （Science（科学）、Technology（技術）、Engineering（工学）、 

Mathematics（数学））
職場体験により、実践的スキルや業界経験を提供

詳細についてはこちらをご参照ください。
https://www.fujitsu.com/jp/about/csr/community/policy/

当社グループでは、ウクライナおよびその近隣地域において被災された方々への人道支援のための義援金を拠出
しています。ウクライナ情勢に関する対応についてはP90「経済安全保障への取り組み」もご参照ください。
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サプライチェーン  

当社にとって大切な理由と優先課題

理事
グローバルサプライチェーン本部長

山西 高志

　当社グループの価値創造には、お客様と、お客様の先に存在する個

人・社会に製品・サービスを届けるまでの、サプライチェーンに関わる

すべてのステークホルダーとの協働が不可欠です。私たちはステーク

ホルダーと共に、世界中に広がる全サプライチェーンにおいて、人権、

多様性、環境などに配慮するというグローバル企業の責務を果たして

いきます。また、災害をはじめとする予期せぬ変化に際してもレジリ

エンス（回復力）を発揮するサプライチェーンの構築は、企業としての

責任を果たすうえで極めて重要です。当社グループの競争優位性の強

化と価値創造機会の獲得、および、リスク管理に寄与するため、継続的

なサプライチェーンの点検・整備・強化に取り組んでいます。

推進体制

　サプライチェーンの機能を担うグローバルサプライチェーン本部が推進担当となり、重要課題のリー

ダーである本部長の下で推進体制を構築しています。当社グループ横断で施策展開を図るため、調達に

おけるグローバルな連携体制を整えており、各リージョンや地域の社会的要請や取り組みを反映しながら

企画運営をしています。また、人権・多様性やコンプライアンス、環境等、他の重要課題の活動にも関与

しながら統合的に進める必要があるため、サステナビリティ推進本部をはじめとした各重要課題の担当部

門や事業部門と密接に連携し、取り組みを進めています。

責任ある調達の国際基準への準拠

　当社は、企業の社会的責任に取り組むグローバルな業界イニシアティブ「Responsible Business 

Alliance（RBA）」に加盟しています。RBA行動規範に基づき、人権や環境等の遵守基準を定めた「CSR 

調達指針」を制定するとともに、主要取引先より当社指針への同意書などRBA基準への準拠証明を取得

し、お取引先の遵守状況を確認しています。そのほか紛争助長や強制労働・人権侵害と関連するリスクの

高い鉱物に関し、製品や部品、サプライチェーンからの排除に向けて、経済協力開発機構（OECD）の指

針に基づく調査を行っています。

サプライチェーンにおける温室効果ガス（GHG）排出量の削減

　気候変動など、環境への危機意識の高まりを受け、従来から各お取引先各社に対しGHG 排出量の削

減に向けた取り組みを要請してきました。加えて、2021年度より、国際的な標準に基づく各お取引先での

排出量削減に関する数値目標の設定と、目標達成に向けた活動を要請しています。対象のお取引先につ

いては、製造系に加え、役務系にも拡大しています。

サプライチェーン多様性の推進

　当社は多様性を尊重した責任ある事業活動の推進に取り組んでおり、サプライチェーンにおいても、多

様なお取引先とのビジネス増進を図ってきました。例えば、英米豪では、女性、先住民、マイノリティ経営

の企業や、中・小規模企業からの調達額・調達率について目標値を設定し、取引の拡大を図っています。

また日本では、高い技術を持った中小・スタートアップ企業、個人事業主などに適した取引条件・環境づく

りを進めています。

詳細についてはこちらをご参照ください。
https://www.fujitsu.com/jp/about/csr/procurement/
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当社にとって大切な理由と優先課題

執行役員EVP
ゼネラルカウンセル

水口 恭子

　コンプライアンスの徹底は、お客様との信頼関係の土台であり、ビ

ジネス機会の獲得とすべての価値創造にとって必須の要件です。違反

を起こさない、起こさせないためには、経営トップのコミットメントとグ

ループを横断する不断の取り組みが不可欠です。当社グループは、不

正を一切許容しない（ゼロ・トレランス）企業文化を培うため、CEO含

む経営陣が、グループ全体、全社員に向けたメッセージを毎年発信し

ています。

 　今後はサプライチェーンに関わるパートナーと共にコンプライアン

ス意識の向上にさらに取り組んでいきます。また中長期的には、デー

タの活用によって不正を予見・検知するプロアクティブな対応をして

いきます。

　以上の取り組みで、競争優位性とお客様との信頼関係の維持・強化

に貢献したいと考えています。

推進体制

　富士通グループでは、ゼネラルカウンセル配下にコンプライアンス担当組織があり、各リージョンに置

いた担当と連携してグローバルコンプライアンスプログラム（GCP）に基づく施策を実行しています。活

動結果は「内部統制体制の整備に関する基本方針」*1に基づき設置されたリスク・コンプライアンス委員

会に報告するほか、取締役会や監査役とも連携し、グループ全体でのFujitsu Wayの「行動規範」の認

知度向上とその遵守を図っています。

Fujitsu Wayの行動規範

　Fujitsu Wayにおいて、富士通グループの全社員が

遵守すべき原理原則である「行動規範」を右記のとおり示

しています。また、富士通では、Fujitsu Wayの「行動規

範」を詳細化し、富士通グループに所属する全世界の社

員が法令を遵守し行動する手引きとして作成したGlobal 

Business Standards（GBS）*2を20言語で展開し、富

士通グループで統一的に運用しています。

グローバルコンプライアンスプログラム

　富士通では、Fujitsu Wayの「行動規範」およびGBS

の浸透・実践を図るためにGCPを策定し、グループ全体

のグローバルな法令遵守体制の維持・向上に取り組んでい

ます。GCPでは、様々なコンプライアンスに関する活動を

5つの柱として体系的に整理し、当社が継続的に取り組む

べき事項を明確化するとともに、富士通のコンプライアン

ス体制・活動への理解促進を対外的にも図っています。各

リージョンにおいては、これに基づき各国・地域の法制度、

政府機関の指針などを踏まえ、様々な施策・取り組みを実

施しています。

コンプライアンス  

*2 Global Business Standards （GBS）
https://www.fujitsu.com/downloads/JP/archive/imgjp/jphil/
philosophy/codeofconduct/GlobalBusinessStandards_V20.pdf

*1 内部統制体制の整備に関する基本方針
https://pr.fujitsu.com/jp/ir/report/2021/n122.pdf（P5-8）

詳細についてはこちらをご参照ください。
https://www.fujitsu.com/jp/about/csr/compliance/

Policies & Procedures
規程および手続きの整備

Top Commitment & Resources
トップコミットメントおよびリソース確保

Training & Communication
教育およびコミュニケーションの実施

Incident Reporting & Response
インシデントの報告および対応

Monitoring & Review
モニタリングおよび見直しの実施

人権を尊重します

知的財産を守り
尊重します

法令を遵守します

機密を保持します

公正な商取引を行います

業務上の立場を
私的に利用しません

GCPで取り組む５つの柱
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環境  

当社にとって大切な理由と優先課題

執行役員SEVP
グローバルソリューション
ビジネスグループ長

島津 めぐみ

　気候変動への対応、資源循環の強化、生物多様性の保全など、世界

規模の環境課題は、企業として責任ある対応が求められるというだけ

ではなく、当社グループのパーパス実現のために不可欠な取り組みで

す。GHG排出量削減を含めた環境負荷低減をいち早く実践し蓄積し

てきた知見をもとに、新たなソリューションをお客様に提供し社会に貢

献することは、当社グループの成長につながります。

　現在私たちは、Fujitsu Uvanceの下で、デジタル技術を活用した

エネルギーシステムの構築やGHG排出量の把握・削減など、社会全

体のカーボンニュートラルの実現や、レジリエントな社会インフラ構築

への貢献に注力しています。高い情報感度をもって各国・地域の法規

制やお客様の課題に対応し、新たな価値の創出と競争優位性の強化を

実現します。

推進体制

　環境リーディング企業としての社会的責任を果たすため、パーパスの実現に向けた経営トップのコミッ

トメントによるグループ一体となったグローバルでの環境経営を推進しています。中長期的な課題の検討

や方針の策定、気候変動による事業リスク・機会の共有や対応などを継続的に検討し、サステナビリティ

経営委員会にて審議しています。経営と同じ枠組みでのマネジメントにより、グループ内に環境方針や環

境行動計画、環境マテリアリティへの取り組みなどを素早く浸透させ、グループガバナンスのさらなる強

化を図っています。法規制の遵守はもとより、事業活動に伴う環境負荷および製品・サービスの販売を通

じた環境負荷の低減を推進し、より効率的で実効性の高い環境経営を可能にしています。

富士通グループ中長期環境ビジョン「Fujitsu Climate and Energy Vision」

　当社グループでは、デジタル革新を支えるテクノロジーやサービスの提供を通じて、カーボンニュート

ラル社会の実現および気候変動への適応策に貢献するとともに、2050年に自らのCO2排出ゼロエミッ

ションを目指す中長期環境ビジョン「Fujitsu Climate and Energy Vision」を策定し、実現すべき未

来の姿を示しています。このビジョンは、「自ら：富士通グループのCO2ゼロエミッション」「緩和：カーボン

ニュートラル社会への貢献」「適応：気候変動による社会の適応策への貢献」の3つの柱で構成されていま

す。先進のデジタル技術を効果的に活用して自らのカーボンニュートラル化にいち早く取り組むとともに、

そこで得られたノウハウを、当社グループのソリューションとしてお客様・社会に提供します。こうしたビジ

ネスを通して気候変動の緩和と適応に貢献することを目指しています。ビジョンの下、最新の環境課題や

社会動向を踏まえ、温室効果ガスのネットゼロ目標設定など、さらなる活動を展開していきます。

Fujitsu Climate and Energy Visionの3つの柱

自らのCO2

ゼロエミッションの実現
カーボンニュートラル
社会への貢献

気候変動による
社会の適応策への貢献

富士通 統合レポート 063Home           Our approach to sustainability            環境



ビジネス・社会貢献

環境価値流通プラットフォームの実現に向けた共同プロジェクト開始
　IHIと当社は、カーボンニュートラルの実現に向けた貢献と、新たな環境価値*1取引エコシステムの市

場活性化を目指した共同事業プロジェクトを、2022年4月より開始しました。本共同事業プロジェクトは、

CO2削減量などの環境価値取引市場に対して、両社の持つブロックチェーン技術やカーボンニュートラル

関連技術に基づくビジネス知見を活用した環境価値流通プラットフォームの市場適用と活性化に向けた取

り組みです。世界各国の企業が創出するCO2削減量など効率的な環境価値の流通と、世界共通の目標

であるカーボンニュートラル社会の実現に貢献することを目指します。
*1  環境価値：再生可能エネルギー（グリーン電力）において、「エネルギーそのものの価値」に加え、「発電時に環境に負荷を与えるCO2の排出がない」
という付加価値のこと。

今後の日本のエネルギー市場を見据えたVPP*2・DR*3実証プロジェクト
　エナリスと当社は、ブロックチェーン技術を応用し、電力の需要家間で不足・余剰電力の取引を実現す

るシステムを開発しました。具体的には、電力ひっ迫時に、送配電事業者からの要請に基づいた発動に対

して、当社の沼津工場のコージェネレーション用発電機を稼働し、需要側の電力を抑制する技術について、

2015年のネガワット取引*4実証から、2021年の電源 I'厳気象対応調整力*5までの7年間のVPP・DR

実証に取り組んできました。

　今後は、本プロジェクトの実績やノウハウをもとに、日本のエネルギー市場において、分散型エネルギー

リソースの最大活用による再生可能エネルギー（再エネ）拡大とカーボンニュートラル社会の実現に向け

てさらなる協業を図っていきます。
*2 VPP：バーチャルパワープラントの略、発電機、蓄電池等の分散電源を制御し、1つの大きな発電所のように機能させる技術。
*3 DR：ディマンドリスポンスの略、電力の需要側が効果的に節電を行うことで、電力のピーク時間帯の需要を抑制する仕組み。
*4 ネガワット取引：電力の需要側が使用電力を削減してピークカットを実現し、削減量に応じた報酬が支払われる仕組み。
*5 電力 I'厳気象対応調整力：厳気象月（7～ 9月、12～ 2月）の電力ひっ迫時に需要側の電力を抑制する取り組み。

家庭と企業における環境価値の流通を目指した共同実証プロジェクト
　東京電力エナジーパートナーとグリッドシェアジャパン（伊藤忠商事100%子会社）、Ridgelinez、

当社は、カーボンニュートラルの実現に向け、家庭と企業における環境価値の流通を目指した実証実験を

行いました。具体的には、ブロックチェーン技術を用いたプラットフォームを構築し、太陽光パネルを導入

している家庭は、電力の自家消費を行うことで環境価値のトークン*6である「おひさまコイン」の獲得が

でき、楽しみながら家庭内でのCO2削減につなげることができます。獲得された「おひさまコイン」は、

企業が提案する寄付先や企業自身の再エネ利用拡大のための寄付（応援）に活用することができるため、

寄付を通じてSDGs貢献や企業へのCO2削減に貢献することができます。また企業は、「おひさまコイン」

を家庭から入手することで、お客様とのエンゲージメントを高めつつ、再エネ調達目標を達成する手段と

することが可能となります。
*6 トークン：ブロックチェーン技術を用いて、企業や団体などが独自に発行するデジタル化された権利、資産のこと。

家庭

企業
東京電力
エナジー
パートナー

自家消費の計測 トークン利用

トークン提供

トークン発行

環境価値の移転
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環境行動計画

　当社グループでは、1993 年から環境行動計画を策定し、環境活動を継続的に拡大しています。具体的

には、工場やオフィスにおける環境配慮を徹底し、CO2排出量や化学物質排出量、廃棄物発生量など、自

らの環境負荷低減の強化を進めるとともに、活動の対象をお客様・社会全体を含むサプライチェーン全体

へと広げています。

　現在は第10期環境行動計画（2021 ～2022年度）として、最新の社会課題や要請を踏まえ、「気候変動」

「資源循環」「自然共生（生物多様性の保全）」の3つの軸ごとに目標を設定し、サプライチェーンを通じた

環境負荷低減に努めています。活動事例として、再エネの導入拡大やデータセンターのエネルギー効率

改善を通じた温室効果ガスの削減、新規プラスチック使用量の低減などによる製品の省資源化、自然生物

多様性の保全に向けた影響度合いの把握と低減など、中長期の目標達成に向け活動しています。

　また、当社グループの2030年に向けた温室効果ガス排出削減目標について、2021年4月にSBTi*7

より「1.5℃水準」の認定を受けました。加えて、社会のカーボンニュートラルの早期実現を目指して、

2022年6月にはSBTiネットゼロ目標認定に向けてコミットメントレターを提出し、受理されました。
*7  SBTi（Science Based Targets Initiative）：Science Based Targets イニシアチブの略。世界の平均気温上昇抑制に向けた、企業の温室効
果ガス削減目標に関する国際イニシアチブ。

再生可能エネルギー調達の取り組み

　当社グループでは、再エネの利用拡大に向け、国内外の地域特性を踏まえ再エネを調達しています。

国内の事例としては、2021年11月の制度変更により、需要家によるFIT非化石証書*8を市場からの直接

調達が可能となったことを受け、北陸エリアにおいて、本制度を利用した再エネの調達を行いました。こ

の実績を皮切りに、2022年度から国内全エリアにおいて、市場からの直接調達を展開しています。海外

事例として富士通オーストラリアでは、バーチャルPPA*9の仕組みを活用した、大規模な再エネ調達を実

現しています。これにより、2022年6月以降、同社のデータセンターで使用する電力の約40%を再エネ

でまかなっており、これは同社年間消費電力量の約30%に相当します。今後も再エネの利用拡大を進め、

2030年の温室効果ガス排出削減目標達成を目指します。
*8  FIT非化石証書：水力や太陽光、風力発電といった再エネなどの非化石電源による環境価値を証書化した非化石証書のうち、固定価格買取制度（FIT：

Feed-in Tariff）による電源から創出された証書。
*9  バーチャルPPA：電力購入契約（PPA： Power Purchase Agreement）のうち、実際の電力取引とは別に、再エネによる環境価値を取引する手法。

自然生物多様性への取り組み

　生物多様性の喪失は重大なグローバルリスクと認識されており、その問題の解決には、2030年まで

の「ネイチャー・ポジティブ」の実現が必須と考えられ、CBD（国連生物多様性条約）のCOP15では、

2030年の国際目標を含む「ポスト2020生物多様性枠組」の採択が予定されています。

　当社グループは、このような状況下でいち早く取り組みを推進するため、第10期環境行動計画におい

て、企業活動における自然／生物多様性への依存と影響を評価し低減を図る目標を設定しました。合わ

せて、デジタル技術を活用した、熱帯林保全、絶滅危惧種保護にも取り組んでいます。2030年のネイ

チャー・ポジティブの実現に向け、自らの事業活動における生物多様性への影響の低減と、社会における

生物多様性保全への貢献を推進していきます。

詳細についてはこちらをご参照ください。
https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/

詳細についてはこちらをご参照ください。
https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/action-plan/
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TCFDに基づく情報開示

当社グループは、長期にわたって社会の持続可能性に多大な影響を及ぼす気候変動を経営の重要課題として認識し、中長期的なリスク・機会の分析・把握を行っています。自社の気
候リスク対応に加え、お客様の気候変動の潜在リスクを洞察し、デジタルテクノロジーを強みとした価値創造の提案を行うことが、ビジネス機会にもつながると考え、気候変動対策の
経営戦略への組み込みを積極的に推進し、ガバナンスの強化も図っています。2019年4月、気候関連財務情報開示のためのタスクフォース（TCFD）の提言に賛同し、投資家など様々
なステークホルダーに対する効果的な情報開示にも取り組んでいます。

TCFDに基づく情報開示の詳細については、こちらをご参照ください。
https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/tcfd/

項目 対応状況

ガバナンス
（Governance）

リスクと機会に対する
取締役会の監督体制

・  サステナビリティ経営委員会において、気候変動に関わるリスクと機会の共有、中長期的な課題の検討や方針を策定。これらの結果は、経営会議を通じて取締役会に報告。
2021年度、1.5℃を含む複数の気候変動シナリオを用いた分析結果をサステナビリティ経営委員会にて報告・討議

・  気候リスクを含むグループ全体で特定された重要リスクについて、リスク・コンプライアンス委員会より定期的に取締役会に報告

リスクと機会を評価・管理する
うえでの経営者の役割

・  代表取締役社長は、サステナビリティ経営委員会の委員長を務め、最高位の意思決定の責任と業務執行の責任を担っている。取締役は、経営会議を通じた報告をもとに監
督する責任を有する。CSOはサステナビリティの最高責任者として、取締役、経営幹部への変革提案とサステナビリティ関連業務執行を推進

・  新たに業務執行取締役の賞与に気候変動課題を含むESG指標導入を決定

戦略
（Strategy）

短期・中期・長期のリスクと機会 ・  気候変動の「緩和策」や「適応策」に貢献するサービスやICT製品の提供は売上拡大の機会をもたらし、物理リスクや規制リスク等は、自社オペレーションやサプライチェーン
対応における運用コスト等に影響を与える事業・戦略・財務に及ぼす影響

2℃目標等の様々な気候シナリオを
考慮した組織戦略のレジリエンス

・  2021年度に、1.5℃、4℃シナリオを用い、気候変動の影響を受けやすい事業を対象に、2050年までを考慮したシナリオ分析を実施
・  当社にとってのリスク対応およびお客様の課題解決支援による機会獲得の面で分析した結果、中長期的な観点から当社の事業は戦略のレジリエンスがあると評価

リスク管理
（Risk Management）

リスク識別・評価のプロセス ・  リスク・コンプライアンス委員会にて、全社のリスクマネジメントを推進。各部門のリスクアセスメント結果をもとに、影響度・発生可能性の2側面でマトリクス分析を行い、
リスクを選別・評価し、結果を取締役会に報告

リスク管理のプロセス ・  ISO14001に基づく環境マネジメントシステムを用いて、リスクモニタリングを実施。気候変動対策の進捗管理は、サステナビリティ経営委員会が担当

組織全体のリスク管理への統合状況 ・  リスク・コンプライアンス委員会は、気候変動を含む全社リスクを識別・評価し、サステナビリティ経営委員会と連携し、リスクを抽出・分析・評価、再発防止策を立案、実行

指標と目標
（Metrics and 

Targets）

組織が戦略・リスク管理に即して
用いる指標

・  GHG排出量、再生可能エネルギー導入比率を指標として管理

Scope 1、2および該当する
Scope 3のGHG排出量
（最新のバウンダリーを反映）

・  Scope 1：68千トン-CO2

・  Scope 2：524千トン-CO2 [Location-based]、422千トン-CO2 [Market-based] 
・  Scope 3：1,207千トン-CO2 [Category 1：購入した製品サービス]、3,142千トン-CO2 [Category 11：販売した製品の使用]

リスクと機会の管理上の目標と実績 ・  2050年にカーボンニュートラルを実現する目標を設定。2021年度、2030年のGHG排出量削減目標を「1.5℃水準」の71.4%削減（2013年度比）に引き上げ
・  Scope 1 & 2 GHG排出量削減（2013年度比）：目標（2021／ 2030年度＝33.6／ 71.4%）に対し、2021年度37.2%削減
・  Scope 3（Category 1 & 11）のGHG排出量削減（2013年度比）：目標（2030年度＝30%）に対し46.9%削減
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気候変動のリスクおよび機会

　2018年度に「2℃」シナリオ、2021年度に「1.5℃」および「4℃」の外部シナリオを用いて、気候変動によ

る事業インパクトを分析し、当社グループの気候関連リスク・機会を特定するとともに対応策を検討しました。

自社オペレーション、サプライチェーンにネガティブな影響を及ぼす移行・物理リスクに対応するとともに、

お客様の気候関連リスクを理解することで価値創造の提案につなげ、ビジネス機会の獲得を目指します。

シナリオ分析

　2021年度、当社事業において特に気候変動の影響が大きいと考えられるSustainable Manufacturing

（検討領域：石油化学、自動車、食品、電子機器関連ビジネス）、Trusted Society（検討領域：公共、交通、

エネルギー関連ビジネス）、Hybrid IT（検討領域：データセンター関連ビジネス）に対し、1.5℃および

4℃シナリオを用いて2050年までを考慮したシナリオ分析を実施しました。分析は「リスク重要度の評価」、

「シナリオ群の定義」、「事業へのインパクト評価」、「対応策の検討」という4つのステップにて行いました。

　Sustainable Manufacturing、Trusted Societyはお客様の気候関連リスクへの対応を支援す

るなど、当社におけるビジネスの「機会」を中心とした分析を行い、Hybrid ITは、自社事業およびお客

様の気候関連リスクへの対応など、「リスク」と「機会」の両面で分析しました。

分析結果
　シナリオで分析した機会についてオファリングの検討・開発方向と一致していること、また、リスクにつ

いても対応策を整備できていることを確認し、中長期的な観点から当社の事業は戦略のレジリエンスがあ

ると評価しました。

　また、シナリオ分析の結果も事業検討の1つのインプットとして活用し、事業の注力領域の価値提供テー

マとして、Sustainable Manufacturingにおける「Carbon Neutrality（CO2排出量の可視化・削

減推進）」、「Resilient Supply Chain（不確実性に対する対応力向上）」、Trusted Societyにおける

「Sustainable Energy & Environment（グリーンエネルギーによるカーボンニュートラル社会）」等

を策定・発表しました。現在、シナリオ分析で導出した機会関連の対応策を踏まえ、オファリングの具体化

等の検討を推進しています。

リスク

機会

リスク分類 対象
期間 内容 主要な対応策

移行 政策／
規制

短～
長期

・  温室効果ガス排出やエネルギー使用に関する法規
制強化（炭素税、省エネ政策等）に伴い、対応コスト
が増加
・  上記法規制を違反した場合の企業価値低下のリスク

・  温室効果ガス排出量の継続的な削減（再
生エネルギーの積極的な利用拡大、省エ
ネルギーの徹底）
・  EMSを通じた法規制遵守の徹底

市場 中～
長期

・  カーボンニュートラル社会の推進（電動化などの普
及）に伴った電力価格が高騰

・  社内基準の策定、革新的な技術開発など
による電力消費量の削減

技術 中～
長期

・  熾烈な技術開発競争（省エネ性能、低炭素サービス
等）で劣勢になり、市場ニーズを満たせなかった場
合、ビジネス機会を逸失するリスク

・  お客様の気候変動課題解決に対応する製
品・サービス開発、イノベーション推進

評判 短～
長期

・  投資家・お客様等のステークホルダーからの要請へ
の対応による対応コストが増加
・  外部要請への対応遅れによる評価・売上に対するネ
ガティブ影響が発生

・  中長期環境ビジョン、環境行動計画の策
定・推進
・  気候変動戦略の透明性確保に向けた積極
的な情報開示

物理
（自然
災害等）

慢性、
急性

短～
長期

・  降水・気象パターンの変化、平均気温の上昇、海面
上昇、渇水などによる対応コストが増加
・  異常気象の激甚化によるサプライチェーンを含む操
業停止、復旧コストが増加

・  BCP対策強化、お取引先の事業継続体制
の調査やマルチソース化などの対策実施
・  潜在的水リスクの評価とモニタリングの
実施

機会分類 対象
期間 内容 主要な対応策

製品・サービス 短～
長期

・  高エネルギー効率製品・サービスの
開発・提供による売上増加

・  高性能・低消費電力の5G仮想化基地局、高性能・省電
力のスーパーコンピュータ等の開発・提供

市場 短～
長期

・  ICT活用により創出される気候変動
対策に向けた新規市場機会の獲得

・  サプライチェーンのCO2排出量算定・可視化、ゼロエミッ
ションに向けた新材料探索の効率化等の開発・提供

レジリエンス 短～
長期

・  レジリエンス強化に関する新製品お
よびサービスを通じての売上の増加

・  防災情報システム、洪水時の河川水位を予測するAI水管
理予測システム等の開発・提供
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Sustainable Manufacturing（「機会」を中心とした分析結果）    1.5℃シナリオ     4℃シナリオ

検討領域
リスク重要度の評価（1.5、4℃共通）

シナリオ群の定義 対応策の検討（一部抜粋）政策／規制、市場、
技術、評判関連

自然災害関連

石油化学関連
ビジネス

カーボンニュートラ
ルに向けた資源循環
型のビジネス基盤と
しての ICT技術が
普及

自然災害リスクの増
大による工場・サプ
ライチェーンの被害
が増加

 サプライチェーン全体を通してカーボンニュート
ラル原料の環境配慮型の製品への転換、ポート
フォリオ変革が進み、トレーサビリティ強化、研究
開発の効率化に対する需要が向上

 サプライチェーン全体のCO2排出量の可視化、カーボンニュートラルに向けた戦略、施策 
支援

 マテリアルズ・インフォマティクスを活用したエコ材料開発ソリューション　
 データドリブンマネジメントによるESG軸での経営可視化、SX施策の立案と実行

 自然災害の激甚化によりレジリエントな工場・サ
プライチェーンに対する需要が増加

 リスク事象発生時のシミュレーションとリスク情報のタイムリーな把握の支援
 データドリブンマネジメントによる迅速な対処（製造体制や調達先、SCMの見直し等）

自動車関連
ビジネス

内燃機関への規制が
強化。電気自動車の
普及が拡大し、製品
ライフサイクル全体
のカーボンニュート
ラル化が進む

自然災害リスクの増
大による工場・サプ
ライチェーンの被害
が増加

 ライフサイクル全体での環境負荷低減に向け、
サプライチェーンのトレーサビリティ強化や
MaaS等に対する需要が増加

 サプライチェーン全体のCO2排出量の可視化、カーボンニュートラルに向けた戦略、施策
支援

 EV需要に向けた支援（例 EVバッテリーのサーキュラーマネジメント）
 データドリブンマネジメントによるESG軸での経営可視化、SX施策の立案と実行
 デジタル技術を活用した設計から製造、保全までのプロセス自動化サービス

 内燃機関の発展が加速し、高度化に対する需要
が増加。また、自然災害の激甚化による安定した
原料調達や事業継続力強化に対する需要が増加

 リスク事象発生時のシミュレーションとリスク情報のタイムリーな把握の支援
 データドリブンマネジメントによる迅速な対処（製造体制や調達先、SCMの見直し等）
 エンジニアリングアウトソーシングによる経営資源の取捨選択と開発プロセス・技術の高
度化

食品関連
ビジネス

エシカル消費の意識
が高まり、資源循環
や生物多様性などが
推進される

自然災害、気温上昇
リスクの増大による
農業被害が増大

 消費者意識の変容で、包装材環境配慮、産地証
明やスマート農業、フードロス等への対応に関す
る需要が増加

 サプライチェーン全体のCO2排出量の可視化、カーボンニュートラルに向けた戦略、施策 
支援

 バリューチェーン全体のトレーサビリティ強化支援（需給の最適化、消費者行動変容支援）
 データドリブンマネジメントによるESG軸での経営可視化、SX施策の立案と実行

 自然災害による食糧安定供給が課題になり、「レ
ジリエントな農業」に対する需要が増加

 リスク事象発生時のシミュレーションとリスク情報のタイムリーな把握の支援
 データドリブンマネジメントによる迅速な対処（製造体制や調達先、SCMの見直し等）

電子機器関連
ビジネス

工場の省エネ化や電
気自動車向け製品
市場が拡大。地産地
消・3Ｄプリンター等
の抜本的な製造改革
の可能性が高まる

自然災害、水不足リ
スクの増大による工
場・サプライチェーン
の被害が増加

 省エネ／省人化関連技術が普及。デマンド
チェーン等ビジネスモデルが抜本的に変革する
需要が増加

 サプライチェーン全体のCO2排出量の可視化、カーボンニュートラルに向けた戦略、施策 
支援

 デジタル技術を活用した設計から製造、保全までのプロセス自動化サービス
 データドリブンマネジメントによるESG軸での経営可視化、SX施策の立案と実行

 自然災害リスクにも耐えうる、工場やサプライ
チェーンの構築、生産現場の労働生産性の向上
に関する需要が増加

 デジタル技術を活用した設計から製造、保全までのプロセス自動化サービス
 リスク事象発生時のシミュレーションとリスク情報のタイムリーな把握の支援
 データドリブンマネジメントによる迅速な対処（製造体制や調達先、SCMの見直し等）
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詳細についてはこちらをご参照ください。
https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/tcfd/

Trusted Society（「機会」を中心とした分析結果）

Hybrid IT（「リスク・機会」両面での分析結果）

検討領域
リスク重要度の評価（1.5、4℃共通）

シナリオ群の定義 対応策の検討（一部抜粋）政策／規制、市場、
技術、評判関連

自然災害関連

公共、交通、
エネルギー関連
ビジネス

カーボンニュートラ
ル化が進み、環境配
慮等が都市やサービ
スを選択する価値観
となる

自然災害リスクの増
大による都市・建物
やインフラへの被害
が増大

 都市・エネルギーインフラのデジタル化、環境
配慮等の新たな価値の定量化・可視化ニーズが
増加

 グリーンエネルギーによる、カーボンニュートラル社会に向けたリアルタイム・データを活
用したエネルギー需要・供給バランスの予測・制御

 レジリエントな都市基盤に対する需要増加  デジタルツイン基盤の構築とシミュレーション活用強化や人流／個人を考慮した都市インフ
ラの最適化、あらゆる人へのレジリエントな移動・輸配送手段の提供、防災減災支援

検討領域
リスク重要度の評価（1.5、4℃共通）

シナリオ群の定義 対応策の検討（一部抜粋）政策／規制、市場、
技術、評判関連

自然災害関連

データセンター関連
ビジネス

環境価値のトレー
サビリティやデータ
センターの電化・ス
マート化が進む

自然災害リスクの増
大によるデータセン
ターへの被害が増大

 省エネ・環境配慮がお客様によるサービス選定
の基準となり、データセンター自体のカーボン
ニュートラル化が競争力の源泉に

 エネルギー効率に優れたデータセンター

 レジリエントなデータセンターに対する需要が増
加。また、自社保有データセンターに対する災害
リスクも高まり対応が必要

 災害に備えたディザスタリカバリセンターサービス
 地震対策、セキュリティ対策が万全に整った堅牢なデータセンター

上記シナリオ分析は、想定された仮説を踏まえ、当社事業戦略のレジリエンスを検証するものであり、将来の不確実性を考慮した1シミュレーションと位置付けています。

   1.5℃シナリオ     4℃シナリオ

   1.5℃シナリオ     4℃シナリオ
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ステークホルダーとの協働

外部団体への参画

持続可能な開発のための世界経済人会議（WBCSD）
　WBCSDは、世界約200社以上の企業が集い、ビジネスを通じた持続可能な社会の実現を目指す国

際団体です。当社は2013年より会員として参画しており、現在、社長の時田が同団体の理事として活動

に貢献しています。

　WBCSDでは、当社も改訂および邦訳に関わった長期ビジョン「ビジョン2050： 大変革の時」を2021

年に公開しています。同ビジョンでは「90億人以上がプラネタリーバウンダリーの範囲内で真に豊かに生

きられる世界」を実現するため、グローバル社会が直面している喫緊の課題に対して企業が果たすべき役

割を明確にしています。富士通のパーパスは『ビジョン2050』と目指す方向が一致しており、引き続き持

続可能な社会の実現に向けて取り組んでいきます。

WBCSDと連携した社内意識醸成
　企業がサステナビリティに向けていかに貢献するか理解し、実践していくために、2021年11月

にWBCSDのピーター・バッカー プレジデント&CEOより「ビジョン2050行動の時」と題し、

当社経営層に対してご講演いただきました。その様子は、イントラサイトを通じて、全社員に向け

て動画が公開され、経営層から現場まで広くサステナビリティへの理解促進につなげています。富

士通はWBCSDの『ビジョン2050』と方向性を合わせ、パーパスの実現を目指し、様々なステー

ホルダーと協調し取り組んでいきます。

世界経済フォーラム（WEF）
　2022年の年次総会は、2年半ぶりに対面式で5月に開催され、「歴史的

転換点における、政策とビジネス戦略のゆくえ」をテーマに、世界的なパン

デミック、ウクライナ情勢、地政学的な課題などについて議論されました。

富士通からは、社長の時田と副社長の古田が参加しました。様々なステーク

ホルダーとのトップ同士によるコミュニケーションや社内へのフィードバック

を通じて、持続可能な社会の実現に向けて取り組んでいきます。

ステークホルダーダイアログの開催～外部有識者との対話を経営に活かす～

　水、廃棄物、エネルギー事業をグローバルで展開するヴェオリアグループの日本法人であるヴェオリア・

ジャパン会長の野田様と、世界有数の独立系運用会社であるインベスコ・アセット・マネジメントの古布様

をお招きし、「パーパスドリブンな経営は新たな局面へ～持続的成長と中長期的な企業価値向上に向けた

戦略について～」をテーマに当社の経営層とのダイアログを開催しました。

　有識者のお2人から、パーパスは多様な価値観を持つ従業員のよりどころであるとともに自社とステー

クホルダーとをつなぐ基盤であり、パーパスを軸に経営戦略・事業戦略を実践することが企業価値向上の

カギとなること、また、さらなる企業価値向上に向け、人的資本をはじめとする無形資産について、実績に

基づくエビデンスを示し可視化していくことへの期待など、多くの示唆をいただきました。

　今回いただいた貴重なご意見を経営に活

かしながら、より一層パーパスドリブンな経

営を進めていきます。

ステークホルダーダイアログの詳細についてはこちらをご参照ください。
https://www.fujitsu.com/jp/about/csr/society/dialog/2022/

講演の動画
ステークホルダーエンゲージメントの一覧はこちらをご参照ください。
https://www.fujitsu.com/jp/about/csr/society/dialog/
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Our governance

わたしたちのパーパスは「イノベーションによって社会に
信頼をもたらし、世界をより持続可能にしていく」ことで
す。このパーパスの下で、お客様やお取引先様の信頼に
応え、社員が生き生きと誇りを持って働き、社会に貢献す
るような経営を行うことこそが、当社の中長期的な成長
や企業価値の向上につながる道、すなわち、ステークホ
ルダーの皆様に応える道であると、富士通グループは捉
え、その実践を支える仕組みであるコーポレートガバナン
スを継続的に強化しています。
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取締役会議長インタビュー

取締役
株式会社アドバンスト・
ソリューションズ 
マネージング・パートナー

阿部 敦

コーポレートガバナンスの強化の現状について、また、2022年3月期の取締役会における議論のポイントと
指名委員会の活動について、取締役会議長であり、指名委員会委員長も務める阿部取締役にお話を伺いました。

 取締役会議長に就任された2019年から、 
富士通のコーポレートガバナンスはどのように 
変化していますか。

 取締役会とは、メンバーが持つ知見と経験、そこに基づく

意見を、時には相対する意見であってもテーブルに乗せ、

建設的な議論を行い結論を出すところです。そういう理解

をメンバーが共有し、それをより良い形で実践できるよう

になってきたのではないかと思います。

 　具体的に何が変わったかと言うと、社外役員が当社グ

ループの事業に関する理解を深め、そこに基づいて議論が

尽くせるような環境を整えるという意図の下、取締役会議

長への就任後にいくつか新たな「場」を設けました。その

1つが「事業概況説明会」です。変化のスピードが速い各

事業部門の現状を学ぶ場、事業部門長と直接コミュニケー

ションを取る場として、年間二十数回開催しています。また、

「プライベートセッション」と称して社外役員のみが参加し

て本音ベースで自由に意見を交わす場を、取締役会の会

議の後に毎回設けています。こうした「場」が増えた結果、

2015年に設置された独立役員会議の性質も、事業に関す

る理解の醸成をする機会から、事業概況説明会などで得た

理解をもとに取締役会に向けて論点や意見を整理する機

会へと変化しています。さらに私自身も、こうした「場」を

通じて社外役員から出された意見を集約して、時田社長と

Q

A

の1対1の打合せにおいて共有することにより取締役会で

の議論を補完し、富士通として向かうべき方向や重要な経

営方針などに関し、社外役員と執行陣のいわば「目線を合

わせる」よう努めています。

 2022年3月期の取締役会における 
議論のポイントを教えてください。

 前期の取締役会において議論された数多くのテーマの中

でもとりわけ重要だったのは、現行の中期計画の最終年度

である2023年3月期の経営目標値の設定と、今後当社の

企業価値を継続的に拡大していくために必須である成長

分野への取り組みでした。

 　5年前に策定された中期計画では、最終年度に当社が

コア領域と位置付けているテクノロジーソリューション事

業の経営目標として、売上収益3兆5,000億円、営業利

益率10%を掲げました。かなり目線の高い目標でしたが、

常に高い目標に向かって挑戦の手を緩めないためにも下

方修正することなく当初の目標を維持し、その達成のた

めにリソースの再配置や社内改革など多面的な施策を実

施してきました。その結果、売上収益に関しては当初の目

標値を据え置くことは現実的ではないものの、収益性は

着実に改善してきており、最終年度である2023年3月期

に営業利益率10%の目標達成は十分可能であると考え、

Q
A
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テクノロジーソリューション事業の売上収益3兆2,000億

円、営業利益率10%に向かって今年1年頑張ろうというこ

とになった次第です。

 　当社の企業価値は、収益性の改善やDX企業としてより

付加価値の高いサービスやソフトウェアに主軸を移す方針

が評価され、着実に伸びてきていますが、時価総額のマル

チプルを見ると、同業の競合他社に比べて市場の評価が

まだ低いことは明らかです。この評価を変えるためには、

やはり成長性を示していかなければなりません。サステナ

ビリティを事業目的に据えた、当社の新しい事業モデルと

なりうるサービス群であるFujitsu Uvanceを軸に成長

するという戦略が明確になったことから、今後の取締役会

は、その戦略をスピード感を持って推進するための意思決

定を行っていくことになります。投資に関しても、社内の

変革ももちろん続ける一方で、事業の成長に向けた投資

の比重を高めていくことが必要ではないかという議論をし

ています。

 　また、企業価値を毀損するリスク管理という観点で、

2021年に発生したセキュリティインシデントに関わる議論

にも時間をかけました。第三者を交えた検証委員会を立ち

上げ、原因の解明やインシデント発生後の対応を含めた検

証と再発防止策を話し合いました。この件に関しては、組

織マネジメントやビジネスプロセスのあり方を含め、根本

的な解決に向けて取締役会としても継続的に監督していき

ます。

 指名委員会の活動についても教えてください。

 当社グループの中長期的な成長戦略を踏まえて、取締役

会全体としてどのような知見や経験を備える必要があるか

という議論を進めてきました。2022年3月に発表したス

キルマトリックスは、その途中経過報告と言えるかもしれま

せん。公表した大項目をもっと詳細にブレークダウンし、今

後さらに議論を詰め、取締役会としてより強化すべき知見

や経験を明確化したうえで、取締役会の構成にも踏み込ん

だ提言をしていく計画です。

 　後継者選定に関しても同様の考えの下、すでにある後継

者計画をブラッシュアップしています。具体的には、CEO

およびCFOが備えるべきスキルを、定量面・定性面で分

けて整理し、スキルを可視化しています。これによって、ス

キルに合致した候補者選定が可能になることに加え、候補

者に対し、該当ポストに就くまでに、どのようなギャップを

埋めていくべきかという育成プランも明確になります。併

せて、後継者選定に関わるサクセッションプランニングに

ついても、本当に合理性があるものなのかを検討し、そう

でないものは撤廃するよう議論しました。

 　当社は、2022年6月にキャサリン オコーネル氏を新た

に独立社外監査役として迎えました。オコーネル氏は、日

本企業のコーポレート部門での勤務経験を有しており、日

本企業のビジネスプロセスに関する知見をお持ちで、日本

において弁護士事務所を開設して代表を務めるアントレプ

レナーでもあります。何より、的確な批判精神とそこに基

づく建設的な対話をする力がある方です。

Q
A

 　新たな監査役の選任にあたって現任の監査役にヒアリン

グしたところ、監査役にとって重要な資質は問題を鋭く率

直に指摘する「胆力」だという言葉がありました。オコーネ

ル氏はそうした力を備えている方で、今後の取締役会・監

査役会の取り組みに大いに貢献していただけると考えてい

ます。

 最後に、取締役会議長としての 
今後の抱負をお聞かせください。

 まず、Fujitsu Uvanceを軸とした成長戦略をいかに具現

化するのか、さらに議論を進めていきます。それと併せ、

継続的な生産性向上のために何が必要なのか、人材をはじ

めとする無形資産を活用し、競争力を高めていくには何が

求められているのか、例えばグローバルな ITサービス企

業としての社員の報酬レベルなども含め、問題提起をした

いと考えています。

 　コーポレートガバナンス体制の強化に関しても、取締役

会のスキル構成の現状分析に基づき、当社グループとし

てあるべき姿に近づくための具体的手段を検討します。ま

た、取締役による相互評価のさらなる深化など、取締役会

の実効性評価についても、より良い方法を模索していきた

いと考えています。

Q
A
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報酬委員会委員長インタビュー

取締役
東京理科大学特任副学長

向井 千秋

富士通グループは、2022年、役員報酬の決定方針を変更しました。新たな決定方針の背景にある考えや、
議論の過程で出た意見について、報酬委員会委員長である向井取締役にお話を伺いました。

 業務執行取締役を対象として、賞与と業績連動型株式
報酬の評価指標を変更しました。報酬制度の見直しが
必要だという判断に至った理由は何でしょうか。また、
報酬制度の見直しにおいて重視したことは何ですか。

 経営方針、そして人事制度との整合が必要であるという判

断が、報酬制度変更の理由です。

 　当社グループは、2019年に経営目標の財務指標として

売上収益と営業利益率を掲げ、追ってそこにEPS（1株当た

り当期利益）を追加しました。2020年にはお客様NPS®

と従業員エンゲージメントを非財務指標として設定し、さら

に2021年にDX推進指標も追加しました。ところが、こう

して設定した新しい指標の進捗を報酬の算定に反映する仕

組みが、業務執行取締役の報酬制度にこれまでは織り込ま

れていませんでした。特に非財務指標については、一定レ

ベル以上の上級幹部社員の評価制度変更が先行していた

ので、そことの整合を図ることも必要になっていました。

 　人材を正当に、公平に、透明性を持って評価する報酬制

度は、経営目標達成に必要な意思決定を後押しし、その成

果に報いることで、行動変容を促す役割も持ちます。そう

した考えをグループ全体で一貫させることを重視してつく

られたのが、今回の報酬制度です。

Q

A

 1年前の社外取締役座談会で、非財務指標の報酬制
度への反映に関しては議論を深めなければならない
点があるとお話をされていました。どのような論点が
あったのでしょうか。

 論点の第1は、サステナビリティと事業の時間軸は必ずしも

一致しないということでした。ESGと総称される環境、社

会、ガバナンスに関わる取り組みは、何かをすればすぐに

結果が出るという性質のものではありません。また、ESG

にはゴールというものはなく、時代の変化、社会の要請に

応えて前進する余地が常にあるものです。そのため、特定

の絶対値を達成したか否かを評価するのではなく、前年か

ら取り組みが進捗した結果として指標が改善しているかを

評価することにしました。

 　今回の方針変更で経営方針と報酬制度を整合させまし

たが、これで完成だとは私たちは考えていません。より適

切な評価指標がないのか、報酬委員会での議論は続いて

います。

Q

A
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 賞与の対象項目として、ESGに関する第三者評価で
あるDJSI*1とCDPの気候変動*2を加えたのはなぜ
ですか。

 グローバルに認知されている第三者評価を加えることで、

グローバルカンパニーとして求められる水準の中で自分

たちを客観視していくためです。DJSIもCDPも、評価項

目を開示しているので、何が評価されていないのかを分析

し、アクションにつなげていくことができるという点も考慮

しました。グローバルカンパニーとして世界で勝っていく

ためには何が必要なのかを検討する、そのベンチマークに

したいと考えています。

 　少し話は逸れますが、日本の経済産業省が設定したとい

う点で、非財務指標の中でもグローバルな認知という観点

では毛色が異なるDX推進指標についてもご説明しておき

ましょう。当社グループは、グローバルな成長を目指すと

ともに、日本のDXをリードする役割も担っていると自負し

ています。その当社グループがDX推進指標をベースに取

り組みを進めれば、国内のお客様のベンチマークになりま

すし、世界を視野に日本全体を概観しながらDXのレベル

を把握するにも有効だと判断して、経営指標に追加したと

いう経緯があります。そして、経営目標として適切である

ならば、当然、報酬制度にも反映させるべきだというのが、

私たちの考えです。

Q

A

 報酬委員会での議論はこの先も続くとのお話があり
ましたが、今後取り組むべき課題についてどのように
お考えですか。

 グローバルなリーディングカンパニーという当社グループ

のあるべき姿から出発して、そのためには何が重要かとい

う観点で報酬体系を考えていく必要があるというのが、報

酬委員会のメンバーの一致した意見です。成長を実現する

ための方針や計画は、当社グループ自身の変化、事業環境

の変化を受けて更新されるものです。新たな経営方針や

計画が策定されれば、当然そのために必要な報酬につい

ても検討せねばなりません。2023年3月末で一区切りを

迎える現在の中期計画の先を見据え、やるべきことがたく

さんあります。

 　成長に向けたさらなる挑戦を促すためには、社員のモチ

ベーションを盛り上げる仕組みを導入すべきであり、一般

社員の給与をもっと上げるべきだという意見も取締役会で

は出ています。一般社員の報酬制度に整合した役員報酬

制度を検討するには、人事部門との意見交換も必要になり

ます。単に業務執行取締役の役割だけを見るのではなく、

グループ全体を俯瞰してより良い報酬制度を検討して取り

入れていくことが、報酬委員会の最も重要な仕事だと考え

ていますし、私自身も、人事制度についてもっと勉強しな

ければと思っています。

Q

A

 人材の獲得競争が激しくなる中、富士通グループが
人材を引き付け、成長を続けるためには何が必要だと
お考えですか。

 グローバルに競争力のある報酬や、自律的なキャリア形

成を可能にする仕組みなど、いろいろありますが、業績を

伸ばし成長を実現することは人材獲得にとっても重要だと

思います。成長を通じて当社グループの企業価値が向上

すれば、当社に対する評価が高まり、それがグローバルに

良い人材を獲得する機会にもつながるからです。そうした

良いサイクルをつくるには、成長に貢献する人たちの仕事

をきちんと評価することが大事です。当社グループをリー

ドしたいという意欲を持つ人たちが、キャリアを積みポジ

ションを得てそこに見合った報酬が得られる、そうした仕組

みをつくることが、グローバルに尊敬される企業、「私も働

きたい」と多くの人に共感してもらえる企業であるために

求められると考えています。

Q

A

*1 Dow Jones Sustainability Indexの略。世界的なESG投資指標。
*2  国際的な非営利組織であるCDPが投資家等の要請に基づき、「気候変動」への取り組みの調査、 
評価を行い、結果を公表するもの。
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役員一覧
（2022年9月1日現在）

業務執行取締役

時田　隆仁
代表取締役社長 
取締役就任年数：3年 
所有する当社株式の数：1,364株*1

1962年9月2日生
1988年 4月 当社入社
2014年 6月 金融システム事業本部長
2015年 4月 執行役員
2019年 1月 執行役員常務*2

  グローバルデリバリーグループ長
2019年 3月 執行役員副社長
2019年 6月 代表取締役社長*3

  リスク・コンプライアンス委員会委員長*3

2019年 10月 Chief Digital Transformation O� ficer
  （CDXO）*3

2021年 4月 Chief Executive O� ficer（CEO）*3

古田　英範
代表取締役副社長 
取締役就任年数：3年 
所有する当社株式の数：3,763株*1

1958年12月13日生
1982年 4月 当社入社
2009年 5月 産業システム事業本部長
2012年 4月 執行役員
2014年 4月 執行役員常務*2

  グローバルデリバリー部門長
2018年 4月 執行役員専務*2

  デジタルサービス部門長
2019年 1月 テクノロジーソリューション部門長
  Chief Technology O� ficer（CTO）
  （2021年6月まで）
2019年 6月 代表取締役副社長*3

2020年 4月 グローバルソリューション部門長
2021年 4月 Chief Operating O� ficer（COO）*3

2021年 10月 Chief Data & Process O� ficer（CDPO）*3 磯部　武司
取締役執行役員 
取締役就任年数：2年 
所有する当社株式の数：978株*1

1962年7月29日生
1985年 4月 当社入社
2014年 6月 財務経理本部経理部長
2018年 4月 執行役員
  財務経理本部長（2021年3月まで）
2019年 6月 執行役員常務*2

  Chief Financial O� ficer（CFO）*3

2020年 4月 執行役員専務*2

2020年 6月 取締役執行役員専務*2, *3

非執行取締役

山本　正已
取締役シニアアドバイザー 
取締役就任年数：12年 
所有する当社株式の数：10,159株*1

1954年1月11日生
1976年 4月 当社入社
2004年 6月 パーソナルビジネス本部副本部長
2005年 6月 経営執行役*4

2007年 6月 経営執行役*4 常務
2010年 1月 執行役員副社長
2010年 4月 執行役員社長
2010年 6月 代表取締役社長
2015年 6月  代表取締役会長（2017年6月まで）
  取締役会議長（2019年6月まで）
2015年 7月  指名委員会委員、報酬委員会委員
  （2019年6月まで）
2017年 6月  取締役会長（2019年6月まで）
  JFEホールディングス株式会社 社外取締役*3

2018年 10月 （内閣府）規制改革推進会議 委員（2019年7月まで）
2019年 3月  （内閣府）知的財産戦略本部 本部員
  （2021年3月まで）
2019年 6月  当社 取締役シニアアドバイザー *3

  株式会社みずほフィナンシャルグループ
  社外取締役*3

2021年 7月 当社 指名委員会委員*3

向井　千秋
取締役 
東京理科大学 特任副学長 
取締役就任年数：7年 
所有する当社株式の数：3,295株*1

1952年5月6日生
1977年 4月 慶應義塾大学 医学部 外科学教室 医局員
  （1985年11月まで）
1985年 8月 宇宙開発事業団*5 搭乗科学技術者
  （宇宙飛行士）（2015年3月まで）
1987年 6月 アメリカ航空宇宙局 ジョンソン宇宙センター
  宇宙生物医学研究室 心臓血管生理学研究員
  （1988年12月まで）
2014年 10月 日本学術会議 副会長（2017年9月まで）
2015年 4月 東京理科大学 副学長（2016年3月まで）
2015年 6月 当社 取締役*3

2016年 4月 東京理科大学 特任副学長*3

2016年 7月 当社 指名委員会委員（2021年6月まで）
  当社 報酬委員会委員（2018年6月まで）
2017年 1月 国連宇宙空間平和利用委員会（COPUOS）
  科学技術小委員会 議長（2018年1月まで）
2018年 4月 宇宙航空研究開発機構 特別参与（2021年3月まで）
2018年 7月 当社 報酬委員会委員長*3

2019年 3月 花王株式会社 社外取締役*3

阿部　敦
取締役 
株式会社アドバンスト・ 
ソリューションズ  
マネージング・パートナー 
取締役就任年数：7年 
所有する当社株式の数：2,902株*1

1953年10月19日生
1977年 4月 三井物産株式会社入社
1990年 6月 同社 電子工業室課長
1993年 1月 アレックス・ブラウン・アンド・サンズ*6 
  マネージング・ディレクター
2001年 8月 ドイツ証券会社*7 執行役員 兼 投資銀行本部長
2004年 8月 J.P.モルガン・パートナーズ・アジア*8 
  パートナー 兼 日本代表（2009年3月まで）
2007年 5月 エドワーズ・グループ・リミテッド*9 取締役
  （2009年10月まで）
2009年 12月  株式会社産業創成アドバイザリー 代表取締役

（2022年6月まで）
2011年 2月 オン・セミコンダクター・コーポレーション 
  取締役*3

2015年 6月 当社 取締役*3

2019年 6月 当社 取締役会議長*3

2019年 12月 株式会社産業創成アドバイザリー 
  シニア・アドバイザー（2022年6月まで）
2021年 7月 当社 指名委員会委員長*3

2022年 7月 株式会社アドバンスト・ソリューションズ
  マネージング・パートナー *3
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非執行取締役

古城　佳子
取締役 
青山学院大学 国際政治経済学部 
国際政治学科 教授 
取締役就任年数：4年 
所有する当社株式の数：856株*1

1956年6月19日生
1988年 4月 國學院大學 法学部 専任講師
1991年 4月 同学部 助教授
1996年 4月 東京大学大学院 総合文化研究科 助教授
1999年 6月 同研究科 教授（2020年3月まで）
2010年 10月 財団法人日本国際政治学会*10 理事長
2012年 10月 一般財団法人日本国際政治学会 評議員*3

2014年 10月 日本学術会議 会員（2020年9月まで）
2018年 6月 当社 取締役*3

2019年 7月 当社 指名委員会委員、報酬委員会委員*3

2020年 4月 青山学院大学 国際政治経済学部 
  国際政治学科 教授*3

スコット　キャロン
取締役 
いちごアセットマネジメント株式会社  
代表取締役社長 
取締役就任年数：2年 
所有する当社株式の数：0株*1

1964年12月6日生
1988年 4月 MIPS Computer Systems, Inc. *11

2003年 1月 モルガン・スタンレー証券会社*12 株式統括本部長
2006年 5月 いちごアセットマネジメント株式会社 
  代表取締役社長*3

2008年 10月 アセット・マネジャーズ・ホールディングス
  株式会社*13 代表執行役会長*3

2008年 11月 同社*13 取締役 兼 取締役会議長*3

2012年 5月 株式会社チヨダ 社外監査役（2020年5月まで）
2020年 3月 株式会社ジャパンディスプレイ 代表取締役会長
  （2020年12月まで）
2020年 6月 当社 取締役*3

2020年 8月 株式会社ジャパンディスプレイ 取締役会議長*3

2021年 1月 同社 代表執行役会長 CEO 兼 取締役*3

2021年 7月 当社 指名委員会委員、報酬委員会委員*3 佐々江　賢一郎
取締役 
公益財団法人日本国際問題研究所 
理事長 
取締役就任年数：1年 
所有する当社株式の数：45株*1

1951年9月25日生
1974年 4月 外務省入省
2002年 3月 経済局長
2005年 1月 アジア大洋州局長
2008年 1月 外務審議官
2010年 8月 外務事務次官
2012年 9月 特命全権大使 アメリカ合衆国駐箚
2018年 6月 公益財団法人日本国際問題研究所 理事長 兼 所長
2019年 6月 セーレン株式会社 社外取締役*3

2019年 6月 三菱自動車工業株式会社 社外取締役*3

2020年 12月 公益財団法人日本国際問題研究所 理事長*3

2021年 6月 当社 取締役*3

2021年 7月 当社 報酬委員会委員*3

2022年 3月 アサヒグループホールディングス株式会社 
  社外取締役*3

監査役

広瀬　陽一
常勤監査役 
監査役就任年数：5年 
所有する当社株式の数：3,090株*1

1958年3月5日生
1981年 4月 当社入社
2009年 6月 財務経理本部経理部長（2014年6月まで）
2012年 4月 常務理事 財務経理本部副本部長（2014年3月まで）
2013年 5月 執行役員（2017年3月まで）
2014年 4月 財務経理本部長
2017年 4月 常任顧問
2017年 6月 当社 常勤監査役*3

2018年 6月 株式会社富士通ゼネラル 社外監査役*3

山室　惠
常勤監査役 
監査役就任年数：2年 
所有する当社株式の数：0株*1

1948年3月8日生
1974年 4月 東京地方裁判所 判事補
1984年 4月 東京地方裁判所 判事
1988年 4月 司法研修所 教官
1997年 4月 東京高等裁判所 判事
2004年 7月 弁護士登録 弁護士法人キャスト*14参画*3

2004年 10月 東京大学大学院 法学政治学研究科 教授
  （2010年9月まで）
2005年 6月 当社 監査役（2020年6月まで）
2013年 6月 八千代工業株式会社
  社外監査役（2020年6月まで）
2013年 7月 当社 指名委員会委員、報酬委員会委員
  （2016年7月まで）
2020年 6月 当社 常勤監査役*3

初川　浩司
監査役 
公認会計士 
監査役就任年数：9年 
所有する当社株式の数：1,813株*1

1951年9月25日生
1974年 3月 プライスウォーターハウス会計事務所入所
1991年 7月 青山監査法人 代表社員
2000年 4月 中央青山監査法人 代表社員
2005年 10月 同法人 理事 国際業務管理部長
2009年 5月 あらた監査法人*15

  代表執行役CEO（2012年5月まで）
2012年 6月 農林中央金庫 監事（2021年6月まで）
2013年 6月 当社 監査役*3

2016年 6月 武田薬品工業株式会社 社外取締役
  （監査等委員である取締役）*3
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監査役

幕田　英雄
監査役 
長島・大野・常松法律事務所 顧問 
監査役就任年数：2年 
所有する当社株式の数：0株*1

1953年2月6日生
1978年 4月 東京地方検察庁 検事
2006年 12月 新潟地方検察庁 検事正
2010年 4月 千葉地方検察庁 検事正
2011年 8月 最高検察庁 刑事部長
2012年 7月 公正取引委員会 委員（2017年6月まで）
2017年 9月 弁護士登録
  長島・大野・常松法律事務所 顧問*3

2019年 4月 日本原子力研究開発機構契約監視委員会 委員*3

2020年 6月 当社 監査役*3

  株式会社ダイセル 社外監査役*3

キャサリン　オコーネル
監査役 
オコーネル外国法事務弁護士事務所  
プリンシパル 
監査役就任年数：新任 
所有する当社株式の数：0株*1

1967年2月10日生
1994年 11月 アンダーソンロイド法律事務所
2012年 3月 日本モレックス合同会社 法務部長
2017年 6月 オコーネルコンサルタンツ 代表取締役
  （2017年12月まで）
2018年 1月 オコーネル外国法事務弁護士事務所
  プリンシパル*3

2022年 6月 当社 監査役*3

*1  2022年3月末現在の保有株式数
*2   執行役員につきましては、2022年4月付で役位（専務／常務）を廃止しました。SEVP、

EVP、SVPは職責の大きさを示すFujitsu Levelです。
*3  現在に至る
*4  経営執行役については、2009年6月付で執行役員に呼称を変更しています。
*5  現 宇宙航空研究開発機構
*6  現 Raymond James & Associates, Inc.
*7  現 ドイツ証券株式会社
*8  現 ユニタス・キャピタル
*9  現 アトラスコプコ
*10 現 一般財団法人日本国際政治学会
*11 現 MIPS
*12 現 モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社
*13 現 いちご株式会社
*14 現 弁護士法人瓜生・糸賀法律事務所
*15 現 PwCあらた有限責任監査法人

代表取締役／執行役員

代表取締役社長

時田　隆仁

代表取締役副社長

古田　英範

取締役執行役員

磯部　武司

執行役員

ヴィヴェック マハジャン 
髙橋 泰三 
櫛田 龍治
島津 めぐみ 
大西 俊介 
堤 浩幸 
馬場 俊介 
太田 雅浩 

梶原 ゆみ子 
平松 浩樹 
水口 恭子 
山本 多絵子
福田 譲 
斎藤 淳一 
小関 雄一 

原 裕貴 
水野 晋吾
ルパート レーナー 
高橋 美波 
古賀 一司 
ティム ホワイト
山口 裕久

八木 勝 
窪田 隆一
林 恒雄 
保田 益男 
ポール パターソン
斉藤 幹人 
グレーム ベアードセル

代表取締役／執行役員の担務については、こちらをご参照ください。
https://www.fujitsu.com/jp/about/corporate/management/
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コーポレートガバナンス

コーポレートガバナンスの基本的な考え方

当社は、コーポレートガバナンスを、経営者がその使命を果たして株主の皆様の負託に
応えるために必要不可欠な仕組みと位置付けています。経営者の使命とは、パーパスの
下、目先の利益のみを追いかけるのではなく、お客様やお取引先の信頼に応え、社員が
生き生きと誇りを持って働き、社会に貢献する経営を行うことです。こうした経営の実践
を通して、当社は、中長期的な成長や企業価値の向上を実現します。

コーポレートガバナンス体制の枠組み

　当社のコーポレートガバナンス体制は、監査役会設置会社制度の長所を活かしつつ、取締役会における

非執行取締役（独立社外取締役および社内出身の業務を執行しない取締役をいう。以下、同じ）による業

務執行取締役の業務執行に対する監督の実効性と多様な視点からの助言の確保に努めています。（具体

的な方法の詳細は、1. コーポレートガバナンス体制の概要を参照。）

　当社は、2015年12月の取締役会決議によって、コーポレートガバナンスに関する当社の考え方を整理

した基本方針「コーポレートガバナンス基本方針」を制定しました。当基本方針は、現在の当社にとって最

善のものと考えて作られていますが、コーポレートガバナンスがより良い経営を行うためのものである以

上、硬直化し、形骸化することのないよう不断に見直し、適宜取締役会で議論し、常に最善のコーポレート

ガバナンス体制を維持できるよう努めています。

これまでのコーポレートガバナンス強化のための取り組み

取締役の任期を1年に短縮
取締役の経営責任のさらなる明確化のため

指名委員会・報酬委員会の設置
役員の選任プロセスおよび役員報酬の決
定プロセスの透明性・客観性、役員報酬体
系・水準の妥当性を確保するため

独立役員会議の設置
業務の執行と一定の距離を置く独立役員が
恒常的に当社事業への理解を深めるため

「コーポレートガバナンス基本方針」の
制定
株主に対して、コーポレートガバナンスの
基本的な考え方を踏まえた仕組みの整備、
運用の基本方針を示すため

「業績連動型株式報酬」制度の導入
業務執行取締役に中長期的な企業価値向
上のインセンティブを与え、株主視点での
経営を一層促すため

相談役・顧問制度の廃止
経営責任の明確化やコーポレートガバナン
ス強化のため
なお、外部団体の役員への就任に必要不
可欠な場合や、業務執行に特に有用と判断
される場合には、取締役会の決議を経て、
個別に委任契約を締結し、「シニアアドバ
イザー」または「シニアフェロー」と呼称

取締役会において社外取締役が 
過半数に
取締役9名のうち、過半数である5名を独
立社外取締役が占める体制となり、より透
明性・客観性ある議論を目指す

役員報酬制度を見直し
役員報酬の評価指標にEPSや非財務指標
を追加することにより、業績や株主価値と
の連動性をさらに高め、透明性の高い報酬
制度とするため

取締役会議長等に独立社外取締役 
を任命
取締役会議長および指名委員会・報酬委
員会委員長に独立社外取締役を任命する
ことにより、監督機能を強化するため

コーポレートガバナンス・コード改訂
に伴い、「コーポレートガバナンス基本
方針」を大幅に改訂
プライム市場の上場会社に期待される「よ
り高い水準のガバナンス」を実現し、さら
なる持続的な成長と中長期的な企業価値
向上を図るため
【全文】

https://pr.fujitsu.com/jp/ir/
governance/governancereport-
b-jp.pdf

コーポレートガバナンス基本方針
https://pr.fujitsu.com/jp/ir/governance/governancereport-b-jp.pdf

このほか、コーポレートガバナンスの詳細については 
当社ウェブサイト（企業情報＞サステナビリティ＞コーポレートガバナンス）をご覧ください。
https://www.fujitsu.com/jp/about/csr/governance/

2006年

2009年

2015年

2017年

2018年

2019年

2021年

2020年

2022年
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株主／株主総会
選任・解任

監督 監督報告

報告

報告

指揮
命令

指揮命令 連携

会計監査／
内部統制監査

監査

内部統制推進

業務監査

報告

連携 連携 報告
連携 報告

体制整備義務

監督

助言

答申・提案

監査・監督

等

情報共有・意見形成

諮問

選任・解任

選
任
・
解
任

取締役会
取締役9名

代表取締役社長

業務執行取締役
3名

執行役員 経営会議各部門、
グループ各社

リスク・コンプライアンス委員会

非執行取締役
6名（うち社外取締役5名）

内部監査部門

監査役会
監査役5名
（うち社外
監査役3名）

会計監査人

報酬委員会
指名委員会

内部統制体制の整備に関する基本方針

独立役員会議
独立社外取締役5名、独立社外監査役3名

当社のコーポレートガバナンス体制の模式図 （2022年6月27日現在）
主な会議体・委員会の責務と構成

取締役会 •  経営の重要な事項の決定と監督を行う機関
•  業務執行取締役による業務執行に対する監督および助言を中心に
活動

•  非執行取締役を中心に構成し、取締役会の過半数は独立社外取締
役で構成

•  社内出身者である非執行取締役を1名以上確保
•  取締役の任期は1年
•  2022年6月27日現在、取締役会は、業務執行取締役3名、非執
行取締役6名（うち、独立社外取締役5名）の合計9名で構成。取
締役会議長は独立社外取締役

監査役（会） •  独立した立場から取締役会および業務執行機能の監査と監督、お
よび会計監査を実施

•  監査役の任期は4年
•  2022年6月27日現在、監査役会は5名（うち、常勤監査役2名、
社外監査役3名）で構成

指名委員会・
報酬委員会

•  取締役会の諮問機関として指名委員会と報酬委員会を設置
•  指名委員会は、「コーポレートガバナンス基本方針」に定めた「コー
ポレートガバナンス体制の枠組み」と「役員の選解任手続きと方針」
に基づき、役員候補者について審議し、取締役会に答申

•  報酬委員会は、当社の「コーポレートガバナンス基本方針」に定め
た「役員報酬の決定手続きと方針」に基づき、基本報酬の水準と、
業績連動報酬の算定方法を取締役会に答申

•  2022年6月27日現在、指名委員会は独立社外取締役3名と非執
行取締役1名、報酬委員会は独立社外取締役4名で構成（委員の
詳細はP81「取締役・監査役の構成」をご覧ください。）

•  2022年6月27日現在、両委員会ともに、委員長は独立社外取締役

独立役員会議 •  独立役員の情報共有と当社事業への理解深化の仕組みとして設
置。中長期の当社の方向性の議論を行うとともに、独立役員の情
報共有と意見交換を踏まえた各独立役員の意見形成を図る

•  すべての独立社外取締役・独立社外監査役で構成

コーポレートガバナンス体制

内部統制体制

内部統制部門

執行組織

1. コーポレートガバナンス体制の概要
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2. 取締役・監査役

社外役員の独立性基準
　当社は、独立性基準を定め、これに基づいて社外役員の

独立性を判断しています。

取締役および監査役のスキル
　当社は、イノベーションによって社会に信頼をもたらし、

世界をより持続可能にしていくグローバル企業として、取締

役および監査役が助言または監督機能を有効に発揮する

のに必要と考えられる多様性およびスキルをそれぞれ特定

し、スキルマトリックスとして開示しています。

取締役・監査役の
構成
（2022年6月27日）

 男性　  女性
●委員長　◯委員

取締役 9名 監査役 5名

業務執行 非執行 非執行

社内 社外 社内／常勤 社外

代表取締役 代表取締役 取締役会議長

時田
隆仁

古田
英範

磯部
武司

山本
正已

向井
千秋

阿部
敦

古城
佳子

スコット
キャロン

佐々江
賢一郎

広瀬
陽一

山室
惠

初川
浩司

幕田
英雄

キャサリン
オコーネル

指名委員会 ○ ● ○ ○
報酬委員会 ● ○ ○ ○
独立役員会議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

取締役　氏名 国籍 社外
スキルマトリックス

企業経営 財務・投資 グローバル テクノロジー ESG・学識・政策

代表取締役社長 時田　隆仁 日本 ○ ○ ○
代表取締役副社長 古田　英範 日本 ○ ○ ○
取締役執行役員 磯部　武司 日本 ○ ○ ○
取締役シニアアドバイザー 山本　正已 日本 ○ ○ ○
取締役 向井　千秋 日本 ○ ○ ○ ○
取締役 阿部　敦 日本 ○ ○ ○ ○
取締役 古城　佳子 日本 ○ ○ ○
取締役 スコット　キャロン 米国 ○ ○ ○ ○
取締役 佐々江　賢一郎 日本 ○ ○ ○

監査役　氏名 国籍 社外
スキルマトリックス

 法務・コンプライアンス 財務会計 業務プロセス

常勤監査役 広瀬　陽一 日本 ○ ○
常勤監査役 山室　惠 日本 ○ ○
監査役 初川　浩司 日本 ○ ○ ○
監査役 幕田　英雄 日本 ○ ○ ○
監査役 キャサリン　オコーネル ニュージーランド ○ ○

取締役および監査役のスキルマトリックス（2022年6月27日現在）

独立性基準の詳細については、「コーポレートガバナンス基本方
針」をご覧ください。
https://pr.fujitsu.com/jp/ir/governance/
governancereport-b-jp.pdf

富士通 統合レポート 081Home           Our governance            コーポレートガバナンス

https://pr.fujitsu.com/jp/ir/governance/governancereport-b-jp.pdf


社外役員の選任状況
　当社では、経営の透明性、効率性を一層向上させるため、社外役員を積極的に任用しています。

　当社は、前述の独立性基準によって社外役員の独立性を判断しており、社外役員の全員を当社が国内に株式を上場している金融商品取引所に独立役員として届け出、受理されています。

　なお、各社外取締役および社外監査役の役割、機能と具体的な選任理由に対する考え方は以下のとおりです。

社外取締役

向井　千秋氏

医師からアジア女性初の宇宙飛行士となった経歴をお持ちであり、当社の標榜するチャレンジ精神を最先端の科学分野で体現されてお
り、多様な観点から業務執行に対する監督、助言を行うとともに、報酬委員会の委員長として役員報酬のあり方について議論をリードして
きました。今後も、広範な科学技術の知見とグローバルな観点に基づく客観的な監督と助言が期待できるため、社外取締役としての監督
機能および役割を果たしていただけると考えています。なお、向井氏が特任副学長を務めている東京理科大学を運営する学校法人東京
理科大学と当社の間には、営業取引関係がありますが、その取引金額は、2022年3月期において約2百万円であり、当社の売上規模を
勘案すると、特別の利害関係を生じさせる重要性はありません。このため、向井氏は独立性基準を満たすと判断しています。

阿部　敦氏

長年にわたる投資銀行業務やプライベート・エクイティ業務の経験を通して、ICT業界やM&Aについての深い見識をお持ちであり、取締
役会議長として、これまでの経験や機関投資家との対話を通じて得られた投資家の視点から客観的な議事進行を行っています。それに加
え、2021年7月からは指名委員会の委員長として当社の取締役会の構成をより良いものにすべく、役員候補者に求められる資質について
議論をリードしています。今後も株主・投資家視点での監督や助言に加え、経営陣の迅速・果断な意思決定への貢献が期待できるため、
社外取締役としての監督機能および役割を果たしていただけると考えています。なお、阿部氏が取締役を務めるオン・セミコンダクター・
コーポレーションと当社の間には営業取引関係がありますが、その取引金額は2022年3月期において約30万円であり、当社の売上規模
を勘案すると、特別の利害関係を生じさせる重要性はありません。また、阿部氏は、当社の主要株主や主要取引先の業務執行者等であっ
た経歴がなく、また当社の取締役としての報酬以外の金銭を受領しておらず、当社の定める独立性基準を満たすと判断しています。

古城　佳子氏

日本国際政治学会理事長などの要職を歴任され、長年、民間企業を含む経済主体が国際政治に及ぼす影響などについての研究を重ねて
おられます。古城氏の深い学識に基づき、国際政治の激動期における外部環境の変化への対応やSDGsへの取り組みなどについて助言
と監督が期待できるため、社外取締役としての監督機能および役割を果たしていただけると考えています。また、古城氏は、当社の主要
株主や主要取引先の業務執行者などであった経歴がなく、当社の定める独立性基準を満たすと判断しています。

スコット　キャロン氏

外資系証券会社勤務を経て、現在、日本株投資に特化した独立系の投資顧問会社であるいちごアセットマネジメント株式会社の代表取締
役社長を務めており、機関投資家としての豊富な経験をお持ちです。当社取締役就任後は、株主・投資家との対話を積極的に行ってきま
した。このような経験から、株主・投資家の立場からの監督と助言に加え、株主・投資家の意見を当社経営にフィードバックする役割が期
待できるため、社外取締役としての監督機能および役割を果たしていただけると考えています。なお、キャロン氏が代表執行役会長CEO
ならびに取締役兼取締役会議長を務める株式会社ジャパンディスプレイと当社との間には、営業取引関係がありますが、その取引金額は、
2022年3月期において約3億1千万円であり、当社の売上規模を勘案すると、特別の利害関係を生じさせる重要性はありません。また、
キャロン氏が代表取締役社長を務めるいちごアセットマネジメント株式会社と共同して議決権を行使する共同保有者であるいちごトラス
ト・ピーティーイー・リミテッドは当社の上位株主ですが、同社は当社の定める独立性基準における大株主には該当せず、また、キャロン
氏は当社の主要取引先の業務執行者などであった経歴がないため、当社の定める独立性基準を満たすと判断しています。

佐々江　賢一郎氏

外務事務次官、駐アメリカ合衆国特命全権大使などの要職を歴任され、現在は公益財団法人日本国際問題研究所の理事長を務められて
おり、国際政治・経済に関する豊富な知識と実務経験をお持ちです。昨今、国際情勢が複雑化する中で、佐々江氏からは、知識と経験に
基づき、グローバルな観点から公正かつ客観的な監督と助言が期待できるため、社外取締役としての監督機能および役割を果たしていた
だけると考えています。なお、佐々江氏が理事長を務める公益財団法人日本国際問題研究所と当社との間には取引関係はなく、また佐々
江氏は、当社の主要株主や主要取引先の業務執行者等であった経歴がないため、当社の定める独立性基準を満たすと判断しています。

社外監査役

初川　浩司氏 公認会計士としてグローバル企業に対する豊富な監査経験
があり、企業会計に関する広い知見を有しているため、社
外監査役としての監督機能および役割を果たしていただけ
ると考えています。なお、初川氏が代表執行役を務められ
たあらた監査法人（現PwCあらた有限責任監査法人）は、
当社の会計監査を担当したことはありません。また、PwC
あらた有限責任監査法人と当社の間には、営業取引関係が
ありますが、その取引金額は2022年3月期において約40
万円であり、当社の売上規模を勘案すると、特別の利害関
係を生じさせる重要性はありません。このため、初川氏は
当社の定める独立性基準を満たすと判断しています。

幕田　英雄氏 検事、公正取引委員会の委員等を歴任され、法律のみなら
ず、経済・社会など、企業経営を取り巻く事象に深い見識を
お持ちであるため、社外監査役としての監督機能および役
割を果たしていただけると考えています。また、幕田氏は、
当社の主要株主や主要取引先の業務執行者であった経験
がなく、当社の定める独立性基準を満たすと判断していま
す。

キャサリン
オコーネル氏

ニュージーランド法弁護士であり、国内外の法律事務所お
よび日系企業の法務部門での豊富な実務経験を有してお
り、当社が監査役に求める法務およびコンプライアンスに
関する知見をお持ちです。また、オコーネル氏は国際性や
ジェンダーに関する問題についても深い見識をお持ちであ
り、多様な価値観を尊重する当社において、オコーネル氏
からは様々な観点からの業務執行の監査が期待できるた
め、社外監査役としての監督機能および役割を果たしてい
ただけると考えています。また、オコーネル氏は当社の主
要株主や主要取引先の業務執行者等であった経歴がなく、
当社の定める独立性基準を満たすと判断しています。
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取締役会の実効性担保の仕組み
　当社は、取締役会の実効性向上のため、非執行取締役が有効に機能する仕組みづくりを重視していま

す。具体的には、業務の執行と一定の距離を置く独立役員が継続的に富士通の事業への理解を深められ

る仕組みが不可欠との考えから、独立役員会議を毎年数回（2022年3月期は12回）実施し、独立役員の

情報共有と意見交換を踏まえた各役員の意見形成を促しています。2022年3月期は、経営方針を含む経

営上の重要な事項や当社および当社グループの業容などについて、情報共有と意見交換を行い、各独立

役員の知見に基づき、取締役会に助言を行いました。また、独立役員会議を円滑に運営するため、2015

年に「独立役員会議支援室」を設置し、各役員をサポートするメンバーとして若手社員を1人ずつ配置する

ことにより、独立役員が、執行側の経営層を介さずにサポートメンバーを通じて情報を取得できる仕組み

を整えています。

3. 役員報酬

役員報酬決定方針
〈役員報酬額等の決定方針の決定方法〉

　当社は、より透明性の高い役員報酬制度とするべく、2009年10月の取締役会決議により報酬委員会

を設置しています。また、取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針（以下、本決定方

針）は、報酬委員会の答申を受けて取締役会で決定しています。

　以下の役員報酬の見直しに伴い、2023年3月期以降における取締役および監査役の報酬等は、株主総

会の決議によって定められた報酬等総額の範囲内において、当該見直しに伴う変更後の本決定方針（「役員

報酬基本方針」）の枠組みに基づき、各取締役の報酬等については、報酬委員会の審議を経て取締役会で

の決議で決定し、各監査役の報酬等については、監査役の協議に基づき決定する運用としています。

　なお、2022年3月期の取締役および監査役の報酬等については、株主総会の決議によって定められた

報酬等総額の範囲内において、役員報酬の見直しに伴う変更前の本決定方針の枠組みに基づき、各取締

役の報酬等については、報酬委員会の承認を条件として代表取締役社長が決定し、各監査役の報酬等に

ついては、監査役の協議に基づき決定する運用としました。

〈2023年3月期以降にかかる役員報酬の見直し〉

　当社は、2023年3月期以降にかかる役員報酬について、2022年4月28日開催の取締役会にて報酬

委員会の答申を受けて見直しを決議し、またその見直し内容のうち、株主総会の承認を条件としていた業

績連動型株式報酬制度の改定についても2022年6月27日開催の第122回定時株主総会で決議いただ

きました。2023 年3月期以降にかかる役員報酬の見直しの内容は以下のとおりです。

役員報酬基本方針
　当社は「イノベーションによって社会に信頼をもたらし、世界をより持続可能にしていく」というパーパス

実現のために必要な富士通グループの経営を担う優秀な人材を確保するため、また、業績や株主価値との

連動性をさらに高め、透明性の高い報酬制度とするため、以下のとおり役員報酬基本方針を定めました。

〈報酬体系および報酬水準の考え方〉

•  役員報酬は職務および職責に応じ月額で定額を支給する「基本報酬」と、短期業績に連動する報酬とし

ての「賞与」、株主価値との連動を重視した中長期インセンティブとしての「業績連動型株式報酬」から

構成する体系とする。

•  報酬水準および種類別構成割合は、優秀な人材の確保・維持に資する競争力のある報酬とすることを目

標として、事業内容、事業規模等の類似する他企業の報酬構成割合および職務・職責ごとの報酬水準を

ベンチマークとして比較し、当社の財務状況を踏まえて設定する。

•  業務執行を担う取締役の総報酬における業績連動報酬の割合は、職責の重い取締役ほど高くなるように

決定し、業績および株主価値との連動性を高めるものとする。

項目 見直し前 見直し後

賞与：評価指標 連結売上収益および連結営業利益を評価指標
として選定

経営目標非財務指標およびESGに関する第
三者評価を評価指標に追加

業績連動型株式報酬：
評価指標

連結売上収益および連結営業利益を評価指標
として選定 EPS（1株当たり当期利益）を評価指標に追加

業績連動型株式報酬：
支給方法 割当株式の時価相当額の金銭報酬債権を支給 一部を納税資金相当の金銭で、残りを割当株

式の時価相当額の金銭報酬債権で支給

取締役の個人別
報酬決定プロセス：
決定権限

取締役の個人別の報酬等について、報酬委員
会の承認を条件として取締役会から代表取締
役社長に決定権限を委任

取締役の個人別の報酬等を取締役会での決議
により決定
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•  取締役の個人別報酬は、報酬委員会の審議を経て、取締役会にて決定することで、客観性、透明性、公

正性を確保する。

〈基本報酬〉

　すべての取締役および監査役を支給対象とし、その支給額はそれぞれの職務および職責に応じて月額

の定額を決定する。

〈賞与〉

•  業務執行を担う取締役を支給対象とし、1事業年度の業績を反映した賞与を支給する。

•  具体的な評価指標および算出方法は、あらかじめ職務および職責に応じた基準額を設定し、それに対し

て経営目標財務指標である連結売上収益および連結営業利益の当期の業績目標の達成度合い、ならび

に経営目標非財務指標である従業員エンゲージメント*1、お客様NPS®*2、DX推進指標*3の前期から

の伸長度合いおよびESGに関する第三者評価の銘柄入り、最高評価獲得に応じた係数を乗じて支給額

を決定する「オンターゲット型」とする。
*1 会社の向かっている方向性・パーパスに共感し、自発的、主体的に働き貢献したいと思う意欲や愛着を表す指標。
*2  お客様Net Promoter Scoreの略。顧客体験＝カスタマー・エクスペリエンス（CX）の改善度や深化の把握のために、企業、商品やサービスへの
お客様の信頼度や愛着度を示す「顧客ロイヤリティ」を測る指標。

*3  経済産業省が定める、企業のデジタル経営改革を推進するために、経営幹部や事業部門、DX部門、IT部門などの関係者の間で現状や課題に対する認
識を共有し、次のアクションにつなげる気づきの機会を提供することを目的とした指標。

〈業績連動型株式報酬〉

•  業務執行を担う取締役を支給対象とし、株主と利益を共有し、中長期的な業績向上に資する、業績連動

型の株式報酬を支給する。

•  具体的な評価指標および算出方法は、あらかじめ職務および職責に応じた基準株式数を設定し、それに対

して経営目標財務指標である連結売上収益、連結営業利益およびEPS（1株当たり当期利益）の業績判定

期間（3年間）中の業績目標の達成度合いに応じた係数を乗じて年度ごとの株式数を計算のうえ、業績判

定期間の終了をもって、その合計株式数の一部を時価相当額の金銭で支給し、残りの株式を割り当てる。

  

　なお、株主総会の決議により、取締役の「基本報酬」と「賞与」の合計額を年額12億円以内とし、「業績

連動型株式報酬」を年額12億円以内、割り当てる株式総数を年7.5万株以内とする。また、監査役の「基

本報酬」を年額1億5千万円以内とする。

算定の基礎とした業績指標の内容および当該業績指標を選定した理由
〈賞与〉

　当社は、業務執行取締役に1事業年度の業績目標達成に対するインセンティブとなるように当社の経営

目標財務指標として掲げる連結決算における売上収益と営業利益を評価指標として選定するとともに、

業務執行取締役の経営目標達成へのコミットメントを高めるため、当社の経営目標非財務指標である従

業員エンゲージメント、お客様NPSおよびDX推進指標と第三者評価として「ESGに関する第三者評価

（DJSI*1、CDP気候変動*2）」を評価指標として選定しています。
*1  Dow Jones Sustainability Indexの略。世界的なESG投資指標。

*2  国際的な非営利組織であるCDPが投資家等の要請に基づき、「気候変動」への取り組みを調査、評価を行い、結果を公表するもの。

〈業績連動型株式報酬〉

　当社は、業務執行取締役に中長期的な企業価値向上のインセンティブを与えるとともに、株主の皆様の

視点での経営を一層促すために、当社の経営目標財務指標として掲げる連結決算における売上収益、営

業利益およびEPSを評価指標として選定しています。

（ご参考）役員報酬項目と支給対象について

対象
基本報酬

賞与 業績連動型株式報酬
経営監督分 業務執行分

取締役 ○ － － －

業務執行取締役 ○ ○ ○ ○

監査役 ○ － －
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算定方法
〈賞与〉

　当社は、1事業年度の開始時に、業務執行取締役に対して、業績目標ならびに職務および職責に応じた

基準賞与額を提示します。そして、当該事業年度の終了をもって、基準賞与額に、当社の連結決算におけ

る売上収益および営業利益の当期の業績目標の達成度合い、ならびに経営目標非財務指標である従業員

エンゲージメント、お客様NPS®、DX推進指標の前期からの伸長度合いおよびESGに関する第三者評

価の銘柄入り、最高評価獲得に応じた係数を乗じて、支給賞与額を算出します。なお、業績目標の達成度

合いがあらかじめ設定した下限未満となる場合には賞与は支給されません。また、業績目標の達成度合

いがあらかじめ設定した上限以上となる場合には、基準賞与額にあらかじめ設定した係数の上限を乗じた

額を支給します。

〈業績連動型株式報酬〉

　当社は、業務執行取締役に対して、あらかじめ職務および職責に応じた基準株式数、業績判定期間（3

事業年度）および業績目標を提示します。そして、業績目標に対する達成水準に応じて基準株式数に当社

の連結決算における売上収益、営業利益およびEPSの業績判定期間（3事業年度）中の業績目標の達成

度合いに応じた係数を乗じて算出した数の株式を事業年度ごとおよび業績判定期間終了時に計算し、業

績判定期間中に継続して本制度の対象者の地位にあったことを条件として、業績判定期間の終了をもっ

て、対象者ごとに、①その合計株式数の一部は本業績連動型株式報酬制度に関わる報酬の支給に伴い対

象者に生じる納税資金負担相当の金銭で支給し、②残りは当社株式を割り当てます。このとき、業務執行

取締役には上記合計株式の時価相当額を、金銭報酬債権および金銭で支給し、業務執行取締役は、前者

の金銭報酬債権を、割り当てられた株式に対し出資して、当社株式を取得します。なお、合計株式数に占

める金銭で支給する部分の割合は、対象者の納税資金負担を考慮して、取締役会で定めるものとします。

　取得した当社株式は、インサイダー取引規制にかかわらない限り、任意に譲渡することが可能となり

ます。

役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針の決定権限を有する者の
氏名または名称等
　当社は、役員報酬決定プロセスの透明性および客観性を確保し、効率的かつ実質的な議論を行うことな

らびに役員報酬の体系および水準の妥当性の確保などを目的として、取締役会の諮問機関である報酬委

員会を設置しています。

　報酬委員会は、当社の「コーポレートガバナンス基本方針」に定めた「役員報酬の決定手続きと方針」に

基づき、基本報酬の水準と、業績連動報酬の算定方法を取締役会に答申または提案することとしています。

　当社は、取締役会の諮問機関である報酬委員会の答申を踏まえ、取締役会において本決定方針を制定

し、その枠組みの範囲内で取締役の個人別の報酬等の水準を決定しています。当期における報酬等を決

定する際に用いる指標や目標達成度合いに応じた支給額については、取締役会で決定した経営方針の実

現に向けて、業務執行の最高責任者である代表取締役社長が自身の考えを踏まえて決定をすべきである

という考え方に基づき、報酬委員会の承認を条件として代表取締役社長 時田 隆仁に決定権限を委任して

います。一方で、2023年3月期以降にかかる報酬等については、役員報酬決定プロセスの客観性・透明

性・公正性を従来以上に高いレベルで担保することが必要であると判断し、上記に記載の役員報酬の見直

しの一環として、報酬委員会の審議を経て取締役会での決議により決定するように役員報酬決定プロセス

を変更しています。

　報酬委員会は、「コーポレートガバナンス基本方針」において、非執行役員で構成し、そのうち過半数を

独立社外取締役とすることとしており、また、本委員会の委員長は独立社外取締役が務めるものとしてい

ます。2021年7月に選任された本委員会の委員は以下のとおりであり、非執行役員4名で構成されてい

ました。

委員長：向井千秋氏

委員　：古城佳子氏、スコット キャロン氏、佐々江賢一郎氏

　なお、2021年7月の上記委員の選任後から2022年3月期末までに、報酬委員会を6回開催し、役員報

酬の内容改定や個人別報酬決定プロセスの変更等について検討し、取締役会に答申しました。
（注） 上記の委員は、2022年6月27日開催の定時株主総会終了時をもち、任期満了のため退任しています。2022年6月27日に選任された委員について

は、P81「取締役・監査役の構成」ををご覧ください。
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4. 政策保有株式に関する取り組み

　当社は、政策保有株式について、保有目的が明確であり、積極的な保有意義がある場合のみ保有しま

す。取締役会において、当社の加重平均資本コストを基準として、それに対するリターン（配当や取引状

況などの定量要素）やリスクが見合っているかを定量的に評価し、定量的な保有意義がない場合には、な

お保有することに合理性があることを根拠付ける定性的な理由がないかを評価し、保有の継続を議論し

ています。2022年3月期は、10銘柄を売却し、2022年3月末時点で保有する政策保有株式について、

2022年6月23日の取締役会で議論しました。

　なお、当社は、政策保有株主との取引について、政策保有株主でない取引先と同様の独立当事者間取

引を行っています。また、当社は、政策保有株主から売却意向を示された場合、売却を妨げませんが、売

却時期、方法などに関して要請する場合があります。

5. グループ経営に関する考え方および方針とガバナンス実効性確保方策

　当社は、グループ全体の持続的な成長と中長期的な企業価値の創出を目指してグループ経営を行って

おり、グループ会社に対してはそれぞれが保有するポテンシャルを最大限具現化することを求めています。

　一部の子会社に関しては、持続可能な成長に必要となる資本調達の多様化を図ることによりさらなる事

業価値の向上を目的に上場させ、当社グループ全体の企業価値の向上を図っています。子会社を上場さ

せることにより、当社グループ全体ではなく、特定分野の事業に焦点を絞っての投資が可能となり、投資

機会の多様化への貢献にもなります。また、上場子会社においては少数株主との利益相反の可能性が懸

念されることから、経営の独立性を尊重しつつ、必要に応じて報告会を開催し当該子会社の企業価値向上

に向けて助言・支援に努めています。当社はこのようなグループ経営方針をさらに推進すべく、2020年

2月にグループ経営における最適なグループフォーメーションおよびガバナンスについての企画・施策を

立案および実行することを目的とする専門部署をコーポレート機能として設置し、上場している子会社を

含めたグループの経営について対応しています。

　今後、ノンコアビジネスの上場子会社は、強い独立ビジネスとして独立させる方針です。独立に際して

は、当該事業の持続的な成長の担保、当社資産価値の最大化、最善の独立タイミングの観点で、検討し

ます。

ガバナンス実効性確保方策
　当社は、上場子会社がコーポレートガバナンスの充実に努めていることを理解しており、充実の取り組

みを支援しています。すべての上場子会社において独立社外取締役が選任され、当社からの派遣取締役

は対象上場子会社の企業価値の最大化を第一義とすることにより独立性を担保しています。また、すべて

の上場子会社は、ガバナンス強化施策である監査等委員会設置会社へ移行しています。
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6. 内部監査・会計監査および内部統制部門の状況

内部監査・会計監査体制
〈監査役監査〉

　監査役会においては、主に、監査の方針および監査計画、会計監査人の監査の方法、結果の相当性およ

び監査上の主要な検討事項等の検討を行うとともに、内部監査部門からの報告聴取、常勤監査役から社

外監査役への重要な事項の報告および検討などを行います。

　また、監査役の活動として、取締役会、独立役員会議その他重要な会議への出席と意見表明、重要な決

裁書類の閲覧、代表取締役との意見交換、本社・子会社における業務等の監査、子会社監査役との情報交

換、会計監査人からの報告聴取、内部監査部門からの監査状況および結果の聴取、コンプライアンス部門

からの内部通報状況の聴取などを行います。なお、監査上の主要な検討事項に関しては連結財務諸表に

おける潜在的な重要な虚偽表示のリスクならびに2022年3月期に発生した重要な事象等の影響および

変化等について、会計監査人と十分な議論、検討を行いました。

　当社監査役のうち、常勤監査役広瀬陽一氏は、当社の財務経理本部長を務めるなど財務・経理部門に

おける長年の経験があり、財務および会計に関する相当程度の知見を有しています。常勤監査役山室惠

氏は、法曹界における長年の経験をお持ちであり、会社法をはじめとする企業法務および国内外のコンプ

ライアンス対策に精通しています。（社外監査役の経験については、P82「社外役員の選任状況」をご覧く

ださい。）

〈内部監査〉

　内部監査組織として内部統制・監査室を設置しています。内部統制・監査室は、グループ各社の内部監

査組織と連携して、富士通グループ全体に関する内部監査を実施しています。内部監査の監査計画およ

び監査結果については、グループ会社に関する事項を含め、常勤監査役、監査役会および会計監査人に

対して定期的に報告を行っています。

　内部統制・監査室は、公認内部監査人（CIA）、公認情報システム監査人（CISA）などの資格を有する

者など、内部監査に関する専門的な知見を有する従業員を19名配置しています。

〈会計監査〉

　会計監査人であるEY新日本有限責任監査法人は、監査役会に対し、監査計画および監査結果を報告し

ています。また、必要に応じて意見交換なども行っており、連携して監査を行っています。

内部統制体制
〈内部統制部門〉

　「内部統制体制の整備に関する基本方針」に基づき、リスク・コンプライアンス委員会がリスク管理体制、

コンプライアンス体制、財務報告に関する内部統制体制などの整備・運用を行い、基本方針に規定された

職務を行っています。また、内部統制体制の運用状況については、定期的に取締役会への報告を行ってい

ます。

7. 2022年3月期のコーポレートガバナンスの実績（レビュー）

　当社は、企業価値の持続的向上を目指し、コーポレートガバナンスの強化に努めています。2022年3

月期の取り組み状況は以下のとおりです。

取締役会・監査役会の開催および出席

取締役会（うち臨時取締役会）

14回（2回）

社外取締役の取締役会への出席状況

98.6%

社外監査役の取締役会への出席状況

100%

社外監査役の監査役会への出席状況

100%

監査役会

9回
向井千秋氏 100%、阿部敦氏 100%、
横田淳氏 100%、古城佳子氏 100%、
スコットキャロン氏 100%、佐々江賢一郎氏 90.9%

初川浩司氏 100%、幕田英雄氏 100% 初川浩司氏 100%、幕田英雄氏 100%

上記には、2022年3月期に退任した役員を含んでいます。
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2022年3月期における役員報酬決定方針
　下記の「当社の役員に対する報酬等の総額および種類別の額」に集計された当期における取締役およ

び監査役の報酬等については、3．役員報酬に記載の役員報酬の見直し前の当期における本決定方針に

基づき決定しています。見直し前の決定方針については、以下をご覧ください。

取締役および監査役の報酬等の総額および種類別の額

区分 人数
報酬等の種類

報酬等の 
総額基本報酬 賞与

業績連動型
株式報酬

取締役（社内） 4人 246百万円 100百万円 104百万円 451百万円

社外取締役 6人 77百万円 ― ― 77百万円

監査役（社内） 2人 72百万円 ― ― 72百万円

社外監査役 2人 30百万円 ― ― 30百万円

1. 上記には、2022年3月期に退任した役員を含んでいます。
2. 取締役の報酬額は、2021年6月28日開催の第121回定時株主総会において、金銭報酬を年額12億円以内（うち社外取締役分は年額1.5億円以内）と
することを決議いただいています。また、同第121回定時株主総会において、非金銭報酬として当社普通株式を年額 12億円以内、割り当てる株式総数
を年7.5万株以内とすることを決議いただいています。同第121回定時株主総会終結の時点の取締役の員数は、9名（うち、社外取締役は5名）です。当
社は、これらの報酬額の中で、上記の表の報酬を支給しています。

3. 監査役の報酬額は、2011年6月23日開催の第111回定時株主総会において、基本報酬を年額1億5千万円以内とすることを決議いただいています。同
第111回定時株主総会終結の時点の監査役の員数は、5名（うち、社外監査役は3名）です。当社は、これらの報酬額の中で、上記の表の報酬を支給して
います。

4. 業績連動型株式報酬は、2022年3月期に費用計上した金額を記載しています。

取締役会の実効性評価
　取締役会は、その実効性の維持、向上のため、取締役会の評価を毎年行うことを「ガバナンス基本方針」

に定めています。

2021年3月期の
評価を踏まえた

2022年3月期の
取り組み

　取締役会における重要事項の付議を見据えた独立社外役員への前広
な情報共有および取締役会メンバー間の実質的なコミュニケーション
充実のため、①独立社外役員の情報交換や意見の醸成を図る取り組み
である独立役員会議、②執行側の部門長等から独立社外役員に対する
当社事業に関する情報共有の場である事業概況説明会、③非執行役員
間のコミュニケーション充実の場として当該非執行役員のみで開催する
プライベートセッション、を2022年3月期も継続実施しました。また、
取締役会および独立役員会議において、資料の電子化を踏まえた資料
の形式、構成の変更、情報提供および通知方法の工夫を行いました。

2022年3月期の
評価方法

　2022年3月期の評価は、取締役会議長に対する評価および取締役、
監査役自身による自己評価も含めたものとし、2021年3月期以前と同
様に5段階評価の無記名アンケートを実施しました。取締役会評価の
結果は定例取締役会において報告されるとともに、それらをもとに取
締役会の場で議論を行いました。なお、議決権行使助言会社等からの
当社取締役会に対する評価も併せて報告されました。また、今回より、
社内出身者を含む非執行取締役を評価対象として、業務執行取締役お
よび非執行取締役による相互評価も実施し、評価対象者の新たな気づ
きにつなげるべく各評価対象者へフィードバックが行われました。

2022年3月期の
評価結果

過去3年のアンケート結果を経年比較し、以下のとおり評価しました。
•  全体評価ポイントは横ばいであるものの、①取締役会における資
料の情報量・分量や②取締役会外での情報入手の機会に関しては、
評価ポイントの上昇が見られた。

•  取締役会の監督機能をさらに促進するため、会議の効率的な進行
および議案資料のさらなる適正な整備を通して議論の効率化を図
ることに加え、今後予定される中長期の計画の策定について取締
役会において有効かつ上質な議論を行うべく、独立社外役員に対
しては独立役員会議等を活用して事業戦略の具体的な内容のイン
プットの機会を創出して議論の充実を図ることとする。

富士通グループ統合レポート2021
https://www.fujitsu.com/jp/about/integratedreport/2021/
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リスクマネジメント

リスクマネジメントの方針・推進体制

　富士通グループでは、富士通グループの事業その他におけるリスクを適切に把握し、対応することを経

営における重要な課題と位置付け、取締役会が決定した「内部統制体制の整備に関する基本方針」に基づ

き、取締役会に直属するリスクマネジメントおよびコンプライアンスにかかる最高決定機関として、リスク・

コンプライアンス委員会を設置しています。

　また、リスク・コンプライアンス委員会は国内外の各部門や各グループ会社にリスク・コンプライアンス

責任者を配置するとともに、これらの組織が相互に連携を図りながら、潜在リスクの発生予防と顕在化し

たリスクへの対応の両面から、グループ全体でリスクマネジメントおよびコンプライアンスを推進する体

制を構築しています。

　さらに、グループ全体の全社的な危機管理の強化のため、事業部門から独立した社長直下の組織である

全社リスクマネジメント室にリスク・コンプライアンス委員会事務局機能を移管し、CRMO（Chief Risk 

Management Officer）の下、リスク情報全般の把握と迅速かつ適切な対応を行っています。

リスクマネジメントのプロセス

　リスク・コンプライアンス委員会は、国内外の各部門および各グループ会社の事業活動と、それに伴う

重要リスクの抽出・分析・評価（当社グループにおいて重要と考えられる33項目のリスクを中心に実施）

を行い、これらに対する回避・軽減・移転・保有などの対策状況を確認したうえで、対策の策定や見直しを

図っています。また、様々な対策の実行にもかかわらずリスクが顕在化した場合に備え、対応プロセスを

整備しています。自然災害・事故、製品の事故・不具合、システムやサービスのトラブル、不正行為などの

コンプライアンス違反、情報セキュリティ事故、環境問題などの重要なリスクが顕在化した場合、各担当部

門や各グループ会社は、直ちにリスク・コンプライアンス委員会に報告を行います。

　リスク・コンプライアンス委員会は、現場や各関連部門などと連携し、対策本部を設置するなど、適切な

対応によって問題の早期解決を図るとともに、原因究明に努め、再発防止策を立案・実行します。加えて、

顕在化したリスクが重大な場合は取締役会に随時報告を行います。リスク・コンプライアンス委員会は、

これらの各プロセスについても、実行状況を確認し、随時改善を図っています。

富士通グループの事業等のリスク

　富士通グループは、事業活動に伴うリスクを抽出・分析・評価したうえで、影響の回避や軽減を図る対

策を講じており、万一リスクが顕在化した際には迅速に対応するよう努めています。

事業活動に伴う主なリスク
•  経済や金融市場の動向に関するリスク
• お客様に関するリスク
• 競合・業界に関するリスク
• 投資判断・事業再編に関するリスク
• 調達先・提携等に関するリスク
• 公的規制、政策、税務に関するリスク

• 自然災害や突発的事象発生のリスク
• 財務に関するリスク
•  製品やサービスの欠陥や瑕疵に関
するリスク

• コンプライアンスに関するリスク
• 知的財産に関するリスク

• セキュリティに関するリスク
• 人材に関するリスク
•  当社グループの施設・システ
ムに関するリスク

• 環境・気候変動に関するリスク

リスクマネジメント・コンプライアンス体制図

取締役会

リスク・コンプライアンス委員会

事務局
全社リスクマネジメント室

国内

リスク・コンプライアンス委員会を設置
リスク・コンプライアンス責任者を配置

海外

リージョンリスク・コンプライアンス委員会を設置
リージョンリスク・コンプライアンス責任者を配置

当社グループの事業活動におけるリスクについての詳しい情報は、以下で開示しているサステナビリティデータブック
2022の「リスクマネジメント」や有価証券報告書の「事業等のリスク」をご参照ください。
https://www.fujitsu.com/jp/about/csr/riskmanagement/
https://pr.fujitsu.com/jp/ir/secreports/
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経済安全保障への取り組み

経済安全保障室の新設

　近年、様々な国同士が経済分野で緊密に関係し、相互依存が深化しています。これらの国の間で政治的

な対立が高まった場合、輸出や買収の規制、自国産業の保護育成など、経済面での多種多様な措置が講じ

られることとなり、相手国は様々な影響を受けます。こうした中、経済活動を安全保障の観点から見直し、

両立を図る動きが経済安全保障です。

　AIやネットワーク等のデジタル分野でも、規制と育成（投資）の両面から、経済安全保障に関する各国

の動向に世界的な注目が集まっており、グローバルでビジネスを展開するテクノロジー企業である当社に

は、この動向を踏まえ、世界中で適正にビジネスを推進していくことが求められています。

　そこで、全社的かつ総合的な経済安全保障上の適切な対応を実施するため、2021年12月、経済安全

保障の担当役員を任命するとともに、「経済安全保障室」を新設しました。

経済安全保障への対応

　経済安全保障室では、社内関係部門に横串を通し、全社として取るべき対応方針を策定するとともに、運

用状況を定常的に把握しています。国際情勢、政策、法制度の動向など、経済安全保障に関連する情報を

分析し、影響度の評価を行うとともに、社内関係部門における対応状況などをアップデートし、リスク発生

を予防しています。

　これらの対応には、輸出管理・投資管理・知財管理などのコンプライアンス対応、各国規制など変化する

情勢に即した対応、テクノロジー企業としての新興技術の適正管理などが含まれており、それぞれ適切に取

り組んでいます。

サプライチェーンの強靭化

　グローバリゼーションの進展を背景としてサプライチェーンの多様化が進む一方、国家間の政治的緊張

の高まりがグローバルサプライチェーンに甚大な影響を及ぼす可能性があります。富士通は調達面でのリ

スクに備えて、複数社からの調達ルートの確保、お取引先への事業継続マネジメント（BCM：Business 

Continuity Management）の働きかけや支援の強化ならびに適正な在庫といった取り組みにより、

サプライチェーンの維持に努め、対応を図っています。

ウクライナ情勢に関する対応

　ウクライナ情勢に関する様々な状況に鑑みて、当社グループではロシアにおける製品・サービスの新規

の受注および納品・提供を停止しています。また、お客様へのサービス提供を安定的に継続するため、ロ

シアのサービスデリバリー拠点から各国のお客様に提供していた各種サービスについて、順次、他の地域

のサービスデリバリー拠点に移管することを決定しています。今後も事業継続計画に基づき、お客様への

影響を最小限にとどめ、変化する状況を踏まえて適切に対応していきます。

　なお、当社グループは、ウクライナおよびその近隣地域において被災された方々への人道支援のため

に、国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）へ100万米ドル（約1.15億円）の義援金を拠出しました。また、

多くの子どもたちが苦しんでいる状況が少しでも改善されることを願い、会社から従業員にSave the 

Childrenへの寄付を呼び掛け、集められた寄付額と同額を会社からも拠出するマッチング寄付を行いま

した。
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情報セキュリティ

基本方針

　富士通グループでは、2021年10月に専任のCISO（Chief Information Security Officer：最高

情報セキュリティ責任者）を任命し、新たな情報セキュリティ体制の下で、グループ全体の情報セキュリティ

を確保しながら、製品およびサービスを通じてお客様の情報セキュリティの確保・向上に努めています。

マネジメント体制

　CISOの下、日本および海外の3リージョン（Americas、Asia Pacific、Europe）にそれぞれリー

ジョンCISOを設置し、グローバルな情報セキュリティガバナンスの強化を図っています。また、情報セ

キュリティの各施策を推進する機能として、「セキュリティ戦略」「情報管理」「リスク管理」「インシデント

対応」の４つに分類し、それぞれの機能ごとに各リージョンと横断的に連携して取り組む体制を構築して

います。

セキュリティ戦略

　富士通グループでは、事業遂行と社会活動において阻害要因となるセキュリティ脅威を適切にコント

ロールし、ステークホルダーとの信頼関係の構築に向けたセキュリティ戦略を策定・実行することにより、

お客様の事業を支えます。

　グローバルに適用されるレギュレーションをベースとしたセキュリティフレームワークを策定し、グロー

バルマーケットでリファレンスモデルとなる組織体制、対策、運用を継続的に創出するプロセスと組織風土

を醸成し、未経験・未開拓分野への挑戦を行っていきます。

　また、富士通のサービスや製品をご利用いただくお客様を守るため、脆弱性情報、情報資産、製品構成

情報などの情報収集・蓄積、データサイエンティストによる統計解析・意思決定のためのデータ・リレー

ションを新たなテクノロジー基盤で構築し、お客様の事業継続への影響を最小限に抑えます。

情報管理

　富士通および国内グループ会社では、個人情報を含む他社秘密情報および当社秘密情報を適切に保護

するため、情報保護マネジメントシステムによる運用を行うとともに、役割の定義から見直しに至るPDCA

を回しています。守るべき情報資産を明確にするため、情報の分類をグローバルで統一し、部門ごとの自

律した情報保護活動（業種・業態による規制等）において、お客様、お取引先の状況に応じた適切な管理施

策を設定し、情報を保護する取り組みを実施しています。

　また、適切な情報管理を支援するために情報管理ダッシュボードなどを活用した様々な自動化支援ツー

ルを提供し、実効性と安全性を兼ね備えた運用の実現に向けた改善も随時行っています。

　富士通では、グローバルでの個人情報保護体制を構築し、個人データ保護の強化を図っています。

CISO組織と法務部門主導の下、各リージョンおよびグループ会社と連携し、GDPR*を含む各国の法令

に準ずる対応を行っています。また、日本では、個人情報の保護を目的とし、2007年8月に一般財団法人

日本情報経済社会推進協会よりプライバシーマークの付与認定を受けており、継続的に個人情報保護体

制の強化を図っています。
*General Data Protection Regulation（一般データ保護規則）の略

情報セキュリティマネジメント体制

CISO

Japanリージョン
CISO

Americasリージョン
CISO

Asia Pacificリージョン
CISO

Europeリージョン
CISO

セキュリティ
戦略

セキュリティ
戦略

セキュリティ
戦略

セキュリティ
戦略

情報管理 情報管理 情報管理 情報管理

リスク管理 リスク管理 リスク管理 リスク管理

インシデント
対応

インシデント
対応

インシデント
対応

インシデント
対応
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リスク管理

　富士通グループは、お客様の安心安全でサステナブルな事業活動を支えるため、グローバルに展開し

ているお客様向けの ITシステムおよび、社内 ITシステムの ITアセット管理を一元化し可視化することで、

グループ全体のセキュリティリスクの特定と是正を速やかに実施しています。

　また、社員のセキュリティアウェアネス向上のため、従来から定期的に実施している全社教育の強化に

加え、セキュリティ相談窓口の設置、セキュリティ情報発信サイトによる脆弱情報の発信やFAQの提供を

通じて、セキュリティに関する情報を簡単に取得できるようにしています。

サイバーセキュリティインシデント対応

　サイバー攻撃は、年々、その手口が巧妙化・複雑化しており、インシデントを完全に防ぐことは難しくなっ

ています。そこで、「有事を起こさないための取り組み」から「有事が起こることを前提とした取り組み」に

変え、インシデント対応にあたっています。

　インシデントに即応するには、ログ分析、マルウエア解析、フォレンジックなど様々な専門分野の知識が

必要です。インシデント対応者の知識向上だけではなく、継続的なトレーニング、セキュリティ監視の強化、

インシデント対応プロセスの継続的な改善、インシデント対応記録のノウハウ化と活用など、様々な面から

の強化が重要になります。

　富士通グループでは、インシデント対応の構成要素である、人、プロセス、データ、システムの継続的な

強化、改善に取り組んでいます。

　当社プロジェクト情報共有ツール「ProjectWEB」への不正アクセスに関連し、お客様をはじめ関係者

の皆様には多大なるご心配、ご迷惑をおかけしました。

　取締役会の直下に設置した検証委員会からのご指摘も踏まえ、再発防止とセキュリティ強化に取り組ん

でいきます。

情報保護マネジメントシステム（7ポイント）

インシデント対応の構成要素

①
役割の定義

②
方針規程

③
教育マインド
醸成

④
現場点検

⑤
インシデント
対応

⑥
監査

⑦
見直し

Act Plan

DoCheck

人

データ

プロセス

システム

・ログ分析
・原因調査
・影響特定　等

・セキュリティセンサーログ
・構成情報
・脅威情報　等

・対応フロー
・インシデントレベル定義
・エスカレーション　等

・情報収集／保存
・情報加工／検索
・自動化　等

詳細についてはこちらをご参照ください。
https://www.fujitsu.com/jp/about/csr/security/
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（億円） （%）

JGAAP IFRS

3月31日に終了した会計年度 2013年 2014年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年
2022年

／2021年*1

財務情報
売上高（売上収益） ¥43,817 ¥47,624 ¥47,624 ¥47,532 ¥47,392 ¥41,329 ¥40,983 ¥39,524 ¥38,577 ¥35,897 ¥35,868 –0.1

　海外売上高（海外売上収益） 14,982 18,014 18,014 18,799 18,942 14,612 15,068 14,354 12,285 11,720 13,169 12.4

　海外売上比率（%） 34.2 37.8 37.8 39.6 40.0 35.4 36.8 36.3 31.8 32.7 36.7

営業利益 882 1,425 1,472 1,786 1,206 1,174 1,824 1,302 2,114 2,663 2,192 –17.7

営業利益率（%） 2.0 3.0 3.1 3.8 2.5 2.8 4.5 3.3 5.5 7.4 6.1

当期純利益（損失）（親会社所有者帰属当期利益） (799) 486 1,132 1,400 867 884 1,693 1,045 1,600 2,027 1,826 –9.9

営業活動によるキャッシュ・フロー ¥ 710 ¥ 1,755 ¥ 1,765 ¥ 2,801 ¥ 2,530 ¥ 2,503 ¥ 2,004 ¥   994 ¥ 3,472 ¥ 3,079 ¥ 2,483 –19.4

投資活動によるキャッシュ・フロー (1,614) (1,288) (1,289) (2,005) (1,643) (1,454) (225) 41 (1,142) (715) (592) ̶

フリー・キャッシュ・フロー (904) 466 475 796 887 1,048 1,778 1,035 2,330 2,363 1,890 –20.0

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,003 (447) (462) (173) (677) (988) (1,124) (1,366) (1,931) (2,196) (1,936) ̶

棚卸資産 ¥ 3,230 ¥ 3,302 ¥ 3,302 ¥ 3,138 ¥ 2,988 ¥ 2,931 ¥ 2,416 ¥ 2,260 ¥ 2,380 ¥ 2,370 ¥ 3,098 30.7

棚卸資産の月当たり回転数（回） 1.00 1.07 1.07 1.11 1.12 1.15 1.21 1.22 1.13 1.16 0.98

総資産（資産合計） 29,203 30,795 31,059 32,711 32,263 31,914 31,215 31,048 31,874 31,902 33,318 4.4

自己資本（親会社所有者帰属持分） 6,240 5,732 5,665 7,900 7,827 8,812 10,877 11,320 12,409 14,501 15,907 9.7

営業利益率
2022年3月期はコロナ禍の状況が継続し、半導体不足に伴うマイナ
ス影響という厳しい事業環境ではありましたが、事業構造改革や事業
譲渡に関わる一過性の損失564億円を除く本業ベースの営業利益は
2,756億円、営業利益率7.7%、と前期比10%超の増益となりました。

フリー・キャッシュ・フロー
2022年3月期において、営業活動および投資活動によるキャッシュ・
フローを合わせたフリー・キャッシュ・フローは前期から473億円の収
入減となりました。営業活動によるキャッシュ・フローは価値創造と自
らの変革に向けた成長投資の支出があり、投資活動によるキャッシュ・
フローは成長に向けた資産化投資を行いました。

パフォーマンスハイライト
富士通株式会社および連結子会社
2015年3月期より国際会計基準（IFRS）を適用しています。また2014年3月期の数値については、日本基準とIFRSの双方に基づく数値を記載しています。
2017年11月1日に富士通テン株式会社の株式の一部を譲渡したことに伴い、富士通テンを非継続事業に分類しました。これにより、2017年3月期と2018年3月期の数値を組み替えて表示しています。

Point
1

Point
2

Point
1

Point
2

*1 実績の数値については億円単位で記載していますが、増減率は百万円単位で計算しています。
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（%）

JGAAP IFRS

3月31日に終了した会計年度 2013年 2014年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年
2022年

／2021年*1

財務情報

ROE（%） (11.8) 8.1 23.2 20.6 11.0 10.6 17.2 9.4 13.5 15.1 12.0

自己資本比率（親会社所有者帰属持分比率）（%） 21.4 18.6 18.2 24.2 24.3 27.6 34.8 36.5 38.9 45.5 47.7

ROA（総資産利益率）（%） (2.7) 1.6 3.7 4.4 2.7 2.8 5.4 3.4 5.1 6.4 5.6

有利子負債（億円） 5,349 5,196 5,602 5,784 5,349 4,867 4,022 3,162 4,055 3,163 2,853 –9.8

D/Eレシオ（倍） 0.86 0.91 0.99 0.73 0.68 0.55 0.37 0.28 0.33 0.22 0.18

ネットD/Eレシオ（倍） 0.40 0.38 0.46 0.27 0.20 0.12 –0.05 –0.09 –0.04 –0.11 –0.12

研究開発費（億円） 2,310 2,213 2,225 2,027 1,798 1,700 1,586 1,349 1,233 1,138 1,053 –7.5

設備投資額*2（億円） 1,217 1,222 1,228 1,406 1,560 1,206 940 835 964 875 889 1.6 

減価償却費*2（億円） 1,165 1,151 1,159 1,212 1,198 1,086 1,070 969 845 760 895 17.8

1株当たり情報（円）*3

　1株当たり親会社所有者帰属当期利益（EPS）*4 (¥ 38.62) ¥ 23.49 ¥ 54.71 ¥ 67.68 ¥ 41.94 ¥ 42.83 ¥ 82.53 ¥512.50 ¥791.20 ¥1,013.78 ¥ 924.21 –8.8 

　配当金 5 4 4 8 8 9 11 150 180 200 220 10.0 

　1株当たり親会社所有者帰属持分（BPS）*5 301.57 277.03 273.79 381.88 378.37 429.80 528.38 5,585.35 6,197.11 7,287.15 8,094.70 11.1 

ROE
2022年3月期において、親会社の所有者に帰属する当期利益を親
会社の所有者に帰属する持分 (自己資本 )で除して算定したROEは
12.0%となりましたが、事業構造改革や事業譲渡に関わる一過性の損
益を除いた本業ベースROEは14.4%と前期から0.2ポイント増加し
ました。

1株当たり親会社所有者帰属当期利益（EPS）
2022年3月期において、EPSは924.21円と前期から8.8%減少しま
したが、事業構造改革や事業譲渡に関わる一過性の損益を除いた本業
ベースEPSは1,108.9円と、利益ベースの拡大に伴い前期から16.4%
増加しました。2020年3月期と比較するとCAGRは13.2%と、財務
目標であるCAGR12%を上回る推移となっています。

Point
3

Point
4

Point
3

Point
4

*1 実績の数値については億円単位で記載していますが、増減率は百万円単位で計算しています。
*2 設備投資、減価償却費には IFRS16号（リース）適用の影響を含んでいません。
*3  当社は、2018年10月1日付で普通株式10株につき1株の割合で株式併合を実施しました。

2019年以降の1株当たりの数値を株式併合後の基準で記載しています。
*4 親会社所有者帰属当期利益÷自己株式を除く期中平均株式数
*5 親会社所有者帰属持分÷自己株式を除く期末発行済株式数

パフォーマンスハイライト
富士通株式会社および連結子会社
2015年3月期より国際会計基準（IFRS）を適用しています。また2014年3月期の数値については、日本基準とIFRSの双方に基づく数値を記載しています。
2017年11月1日に富士通テン株式会社の株式の一部を譲渡したことに伴い、富士通テンを非継続事業に分類しました。これにより、2017年3月期と2018年3月期の数値を組み替えて表示しています。
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（%）

3月31日に終了した会計年度 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年
2022年

／2021年*1

非財務情報（ESG指標）
環境（Environmental）

　温室効果ガス（Scope 1）の排出量（万トン）*1 *3 22.5 21.9 19.7 18.9 20.8 19.8 14.7 8.7 7.5 7.0 –6.7

　 温室効果ガス（Scope 2 [ロケーション基準］）の排出量（万トン）*1 *3 79.0 110.5 70.0 68.6 102.1 93.9 80.8 71.5 58.3 53.0 –9.1

　温室効果ガス（Scope 2 [マーケット基準］）の排出量（万トン）*3 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 91.2 77.1 66.3 54.0 42.8 –20.7

　温室効果ガス（Scope 3）の排出量（万トン） 513.7 849.9 812.4 729.0 780.0 627.1 610.5 576.9 530.2 464.4 –12.5

　エネルギー消費量（万GJ） ̶ 1,970 1,878 1,837 2,038 1,925 1,735 1,630 1,378 1,300 –5.7

　　うち再生可能エネルギーの割合（%） ̶ ̶ ̶ ̶ 5.2 7.3 8.6 8.4 10.1 20.7

　水使用量（万m3） 1,986 1,862 1,660 1,583 1,687 1,554 1,383 991 677 689 2.2

社会（Social）

　期末従業員数（人） 168,733 162,393 158,846 156,515 155,069 140,365 132,138 129,071 126,371 124,216

　　うち海外 64,497 61,357 59,491 57,610 56,622 47,889 46,791 46,839 44,946 47,371

　女性幹部社員比率（単体）（%） 4.0 4.3 4.6 4.8 5.2 5.7 6.1 6.6 7.4 8.0

　従業員エンゲージメント*2 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 56 65 64

企業統治（Governance）

　社外取締役比率（単体）（%） 33.3 27.3 36.4 40.0 40.0 40.0 40.0 55.6 55.6 55.6

　女性取締役比率（単体）(%) 8.3 9.1 16.7 20.0 20.0 20.0 20.0 22.2 22.2 22.2

パフォーマンスハイライト
富士通株式会社および連結子会社

*1  2018、2019年に関しては、新たに自社事業所であると判明した海外事業所分を追加したことに
より、P9 ESGハイライトのグラフ数値とは差異があります。2020年からは、当該海外事業所
分もバウンダリーに含めたため、P9 ESGハイライトのグラフ数値と一致しています。

*2 サーベイの質問に対する回答の5つの選択肢に0点から100点で配点を行い、算出した平均点。
*3 当該年の期の途中まで存在するグループ会社の排出量を含みます。

女性幹部社員比率（単体）
GRBのKPIの1つに設定し、ワークライフバランス向上につながる長
時間労働の削減や性別役割分担意識解消のためのアンコンシャスバイ
アスに関する取り組み、キャリアワークショップなど、様々な施策を進め
ています。女性幹部社員比率向上を通じて、組織の多様性を高めパー
パス実現に向けた人的資本を強化しています。

Point
5 社外取締役比率（単体）

2022年6月の株主総会において、取締役9名、うち社外取締役5名が 
承認され、取締役会において社外取締役が過半を占めています。当社
は、独立性が高く、多様な視点を有する社外取締役を積極的に任用す
ることで、監督機能および助言機能を強化しています。

Point
6

Point
5

Point
6
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セグメント別ハイライト
富士通株式会社および連結子会社
2021年3月期から適用しているセグメントでの開示です。

テクノロジー
ソリューション

ソリューション・
サービス

　2022年3月期のソリューション・サービ
ス市場はCOVID-19の感染拡大の影響を
受け、厳しい状況が継続したものの、徐々
に ITプロジェクトの再開などが見られ、成
長率は前年のマイナス成長から脱却しプラ
スに転じました。2023年3月期は引き続
き不透明感は残るものの、全体としては回
復基調が見込まれ、既存のレガシー ITシス
テムのモダナイゼーションを含めたDXに
向けた取り組みが加速すると見られます。

売上収益
　ソリューション・サービスの売上収益は1兆8,405億円と前
期比で2.3%の減収となりました。業種ごとにまだら模様で
はあるものの、COVID-19の影響からの回復も見え始めてお
り、エンタ―プライズやファイナンス＆リテールなど各分野に
おけるシステム開発やサービス、ソリューションは堅調に推移
しました。一方で、半導体不足による部材供給遅延に加え、前
期の大口商談の反動影響があったほか、ハード一体型ビジネ
スが自治体、文教、中堅民需向けを中心に低調に推移し、減収
となりました。

営業利益
　営業利益は1,887億円と、前期比で19億円の減益となりま
した。費用の効率化や採算性改善を進めましたが、DXビジネ
ス拡大に向けた成長投資の増加に加え、部材調達影響により
減益となりました。

システム
プラットフォーム

　2022年3月期の国内システムプロダク
ト市場は徐々にITプロジェクトの再開など
が見られており、需要は堅調に回復してい
ます。2023年3月期は、サプライチェーン
の混乱や地政学リスクなど不透明感は残る
ものの、引き続き堅調な需要回復に下支え
され、市場は拡大すると予想されています。
2022年3月期の日本国内・北米のモバイ
ルインフラ市場は、引き続きLTEから５G
への切り替えが進み、拡大しました。この
傾向は今後も続くものと見られています。
また、2022年3月期の日本国内の光伝送
市場は縮小したものの、今後も高い水準で
推移すると見込まれています。北米光伝送
市場は５Gの展開を背景にコアネットワー
クの増強が進み市場が拡大しました。

売上収益
　システムプラットフォームの売上収益は6,175億円と、前期
比で2.6%の減収となりました。北米向けなどの５G基地局を
中心としたネットワークビジネスが大きく増加しましたが、前
期のスーパーコンピュータ「富岳」の出荷の反動減や部材供
給遅延の影響により減収となりました。

営業利益
　営業利益は566億円と、前期比で178億円の増益となりま
した。部材調達遅延の影響はあったものの、前期にあった国
内工場の再編に関するビジネスモデル変革費用の負担減を含
めた費用効率化や採算性の改善、ネットワークビジネスの増
収効果などにより増益となりました。

2022年3月期ハイライト市場環境 売上収益
（3月31日に終了した会計年度）

営業利益／営業利益率
（3月31日に終了した会計年度）

（億円）

（億円）

（注）セグメント間の内部売上収益を含む

（注）セグメント間の内部売上収益を含む

（億円） （%）

（億円） （%）

 営業利益（左目盛り）
 営業利益率（右目盛り）

 営業利益（左目盛り）
 営業利益率（右目盛り）
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テクノロジー
ソリューション 海外リージョン

　P98-99「テクノロジーソリューション  
海外リージョン ハイライト」参照

売上収益
　海外リージョンの売上収益は7,293億円と前期比で0.8%
の増収となりました。Americasでのプロダクト事業からの
撤退などによる減収影響はあったものの、NWE（Northern 
& Western Europe）や北米のサービスビジネスの増収や
為替の円安効果などにより増収となりました。

営業利益
　営業利益は239億円と前期比で123億円の増益となりまし
た。英国での大型サービス商談の獲得、北米での構造改革の
進展などによる損益改善、為替の円安効果や子会社の譲渡益な
ど一過性の利益の計上などもあり、採算性の改善が進んだこと
によりすべてのリージョンで黒字化を達成し増益となりました。

ユビキタスソリューション

　2022年3月期の国内の法人向けPC市
場は前期の文教市場向けのGIGAスクー
ルPC需要やテレワーク需要の反動減、半
導体不足の影響もあり、前期からマイナス
となりました。2023年3月期は半導体等の
部材不足影響が引き続き懸念され、市場は
マイナス成長が続くと見込まれています。

売上収益
　ユビキタスソリューションの売上収益は2,371億円と前期比
で25.7%の減収となりました。国内は前期比38.0%の減収、
海外は前期比2.3%の減収となりました。前期のテレワークに
対応するためのパソコン特需やGIGAスクール商談特需の反
動を受け、大きく減収となりました。

営業利益
　営業利益は58億円と前期比373億円の減益となりました。
前期にあった携帯電話販売代理店事業の譲渡益254億円が
なくなったほか、減収影響を受け、減益となりました。

デバイスソリューション

　2022年3月期はデジタル化の進展など
を背景にパソコンやサーバをはじめ幅広い
分野で半導体需要が大きく拡大し、市場は
伸長しました。2023年3月期はサプライ
チェーンの混乱や地政学リスクなどによる
不透明感は残るものの、引き続きデジタル
化の進展や幅広い分野への用途拡大など
を背景とした旺盛な需要に支えられ、市場
は拡大することが予測されています。

売上収益
　デバイスソリューションの売上収益 は3,759億円と前期比
27.9%の増収となりました。半導体需要の高まりに連動し、電
子部品の売上が好調に推移しました。

営業利益
　営業利益は783億円と前期比485億円の増益となりまし
た。世界的に半導体市況が好調であったことに加え、操業の
改善により採算性が大きく改善したことから大幅な増益となり
ました。

（億円）

（億円）

（注）セグメント間の内部売上収益を含む

（注）セグメント間の内部売上収益を含む
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（注）セグメント間の内部売上収益を含む  営業利益（左目盛り）
 営業利益率（右目盛り）
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2022年3月期ハイライト市場環境 売上収益
（3月31日に終了した会計年度）

営業利益／営業利益率
（3月31日に終了した会計年度）
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テクノロジーソリューション 海外リージョン ハイライト
富士通株式会社および連結子会社

Europe

　2021年のヨーロッパの IT市場
は前年比10.24%増と、前年を大き
く上回る成長率で拡大しました。ま
た、地域別にみると、中央・東ヨー
ロッパの IT市場は前年比17.9%増、
西ヨーロッパは前年比9.2%増とそ
れぞれ前年を超える水準で大幅に
拡大しました。2021年から2022
年にかけては、ヨーロッパ全体の IT
市場は前年比4.7%増と成長率は
鈍化すると見込まれており、中央・
東ヨーロッパが前年比11.5%減、西
ヨーロッパが前年比7.1%増と、特
に中央・東ヨーロッパではマイナス
成長に転じることが予想されていま
す。2021年から2024年にかけて
の年平均成長率は、ヨーロッパ全体
では5.5%増と従来予想並みで成
長すると見られています。地域別で
は、中央・東ヨーロッパが0.1%増
と横ばいと見込まれる一方、西ヨー
ロッパは6.3%増と引き続き市場は
堅調に拡大していくことが見込まれ
ています。

NWE
　NWEは欧州域内の英国、アイルランド、北欧、
西欧等を含むリージョンです。売上収益は3,627億
円と為替影響などにより前期比で4.3%の増収とな
りました。営業利益は79億円と前期比で25億円
の増益となりました。英国における官公庁向けのシ
ステム商談など大口のソリューション・サービスビ
ジネスの獲得による増収効果に加え、費用の効率
化を進めたことなどにより、増益となりました。

CEE
　CEEは欧州域内のドイツ、スイス、オーストリア
等を含むリージョンです。売上収益は1,690億円
と前期比で0.8%の減収となりました。営業利益
は75億円と前期比で20億円の増益となりました。
サービスビジネスは増収となったものの、部材供
給遅延の影響などもありIAサーバを中心としたプ
ロダクトビジネスの減少により減収となりました。
一方、営業利益は減収影響があったものの子会社
の譲渡益などにより増益となりました。

（注） 1. IT市場情報の出所は IDC「Black Book Live Edition」 
2. 2022年４月１日より海外リージョン部門を廃止・再編し、Japan、Europe、Americas、Asia Pacificの４リージョン体制としていますが、2022年3月期に関する内容のため、変更前の区分にて記載しています。

2022年3月期ハイライト市場環境 売上収益
（3月31日に終了した会計年度）

営業利益／営業利益率
（3月31日に終了した会計年度）

（億円）

（注）セグメント間の内部売上収益を含む

（注）セグメント間の内部売上収益を含む
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Americas

　2021年の米州の IT市場は前年
比11.7%増と前年から大きく成長し
ました。2021年から2022年にか
けては7.4%増と引き続き高い成長
率が継続するものと予想されてい
ます。2021年から2024年にかけ
ての年平均成長率も7.1%増と、従
来どおり高い水準での成長率が持
続する見込みです。

　Americasはアメリカ、カナダ、ブラジル等を
含むリージョンです。売上収益は391億円と前期
から22.8%の減収となりました。プロダクト事業
からの撤退など再編の影響を大きく受けましたが、
サービスビジネスについては増収となりました。
営業利益は６億円と前期比で61億円改善し、黒字
化しました。採算性の低いプロダクトや保守ビジネ
ス等を整理し、利益率の高いソリューション・サー
ビスビジネスへのシフトを進めてきた構造改革の
効果やサービスビジネスの増収効果などにより大
幅に改善しました。

Asia

　2021年のアジアの IT市場は前
年比16.7%増と、前年を大きく上
回る成長率で拡大しました。また、
2021年から2022年にかけては、
前年比4.0%増と引き続き拡大す
ることが予測されています。2021
年から2024年の年平均成長率は
6.5%増と、従来よりも市場成長速
度はやや鈍化するものと見込まれ
ています。

　Asiaはシンガポール等の東南アジア諸国や中
国、韓国、香港、台湾を含むリージョンです。売上
収益は834億円と前期比で4.5%の増収となりま
した。営業利益は27億円と前期比で1億円の増益
となりました。部材不足によるプロダクトビジネス
への減収影響などがあったものの、利益率の高い
商談への絞り込み、サービスビジネスへのシフトや
Work Life Shiftの推進、営業費用の効率化な
どに取り組み、増収増益となりました。

Oceania

　2021年のオセアニアの IT市場
は前年比7.7%増と高い水準で成長
しました。2021年から2022年に
かけても、前年比6.4%増と成長率
は鈍化するものの、引き続き高い成
長が持続するものとみられていま
す。2021年から2024年の年平均
成長率は4.7%増と、堅調な成長が
継続することが見込まれています。

　Oceaniaはオーストラリア、ニュージーランド
を含むリージョンです。売上収益は797億円と前
期比で7.4%の増収となりました。営業利益は39
億円と前期比で22億円の増益となりました。前期
にあった大型商談の反動による減収影響はあった
ものの、為替が円安に推移したことによる増収効
果に加え、当期にオーストラリアで買収した企業の
貢献による増益効果や費用の効率化などにも取り
組んだことで増収増益となりました。

（億円）

（億円）

（注）セグメント間の内部売上収益を含む

（注）セグメント間の内部売上収益を含む
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（注） 1. IT市場情報の出所は IDC「Black Book Live Edition」 
2. 2022年４月１日より海外リージョン部門を廃止・再編し、Japan、Europe、Americas、Asia Pacificの４リージョン体制としていますが、2022年3月期に関する内容のため、変更前の区分にて記載しています。

2022年3月期ハイライト市場環境 売上収益
（3月31日に終了した会計年度）

営業利益（損失）／営業利益（損失）率
（3月31日に終了した会計年度）
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（注）セグメント間の内部売上収益を含む
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資本金 324,625,075,685円
発行可能株式総数 500,000,000株
発行済株式の総数 207,001,821株
株主数 101,658名

所有者別出資比率の状況

大株主の状況

株主名 所有株式数（千株）
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 31,811 16.19

いちごトラスト・ピーティーイー・リミテッド 14,899 7.58

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 11,060 5.63

GIC PRIVATE LIMITED - C 6,920 3.52

JP MORGAN CHASE BANK 385632 6,566 3.34

富士通株式会社従業員持株会 4,056 2.06

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 3,608 1.84

朝日生命保険相互会社 3,518 1.79

STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234 3,450 1.76

富士電機株式会社 2,844 1.45

（注） 1.  持株比率は自己株式（10,488,990株）を除いて計算しています。
 2.  日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）および株式会社日本カストディ銀行（信託口）の持株数は、各行の信託業務に関わるものです。

金融機関・ 
証券会社

2.32%

その他 
法人

外国 
法人等

28.44% 56.83% 12.41%

個人・
その他

本社事務所所在地： 〒105-7123 
東京都港区東新橋一丁目5番2号 
汐留シティセンター 
TEL：03-6252-2220（代表）

株主名簿管理人： 三菱UFJ信託銀行株式会社 
〒100-8212 
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

上場証券取引所： 東京、名古屋
独立監査人： EY新日本有限責任監査法人
お問い合わせ先： ご質問などは下記までご連絡ください。 

富士通株式会社　広報 IR室 
TEL：03-6252-2173

 株主・投資家向け（IR）サイトからもお問い合わせいただけます。
 URL：https://pr.fujitsu.com/jp/ir/

会社概要／株主メモ
（2022年3月31日現在）
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（注）当社は、2018年10月1日付で普通株式10株につき1株の割合で株式併合を実施しました。グラフの数値は、株式併合後の基準で換算しています。
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国際規範への賛同・国際団体への参画／社外からの評価

国連グローバル・
コンパクト（UNGC）

Dow Jones Sustainability 
Indices（Asia Pacific）

FTSE4Good Index Series

GPIFが採用している、5つのESG株価指数すべてに選定されています

CDP
「気候変動対策」「水セキュリティ」「サプライヤー・エンゲージメント評価」で最高評価A 

「サプライヤー・エンゲージメント・リーダー・ボード」に認定

MSCI World ESG Leaders Index 

EcoVadis Sustainablity Rating

STOXXⓇ Global ESG Leaders Index

 ISS ESG Corporate Rating

持続可能な開発のための
世界経済人会議（WBCSD）

世界経済フォーラム
（WEF）

気候関連財務情報開示
タスクフォース（TCFD）提言に賛同

Science Based 
Targets initiative（SBTi）

Renewable Energy 100%
（RE100）

ゴールドメンバーとして加盟

グローバルなESG評価機関等から高い評価を得ています。

国際規範への賛同・国際団体への参画 社外からの評価

WBCSD、WEFでの活動についての詳細は、
P70「ステークホルダーとの協働」をご参照ください。

富士通 統合レポート 101Home           会社情報            国際規範への賛同・国際団体への参画／社外からの評価



編集方針／情報開示体系図

「富士通　統合レポート2022」の発行にあたって

　富士通の統合レポートは、ステークホルダーの皆様に向け、社会・環境・ガバナンスといった非財務面

での取り組みを財務情報と併せて一体的に提供することで、富士通の事業活動や価値創造に向けた取り

組みを総合的、かつ簡潔にお伝えすることを目指しています。

　事業を通じた社会課題解決への貢献と、当社の持続的な成長に向け、統合レポート制作の過程自体を、

事業戦略をよりサステナブルにしていくための経営変革のプロセスの１つとして、関係部門との緊密な連

携を図りながら制作に取り組みました。

　特に注力したのは、当社の変革を様々な切り口から伝えることです。中期計画については、3か年計画

の最終年度として、これまで推進してきた取り組みの成果をいかに目標達成や中長期的な成長実現につ

なげていくかを表現しました。Fujitsu Uvanceについては、社長の時田をはじめ各役員がそれぞれの

視点で語るとともに、７つのKey Focus Areasに関してはより具体性を持った開示を行いました。また、

経営目標として掲げている非財務指標についても、各指標の担当役員による説明や、タスクフォースに関

わる社員の想いを表現しました。全体を通じて変革の進捗を可能な限り定量データで開示するとともに、

定性面では、役員・社員の視点も交えて多面的に描き、変革の様子をより立体的に表現することに努めま

した。また、一貫して当社の価値創造を訴求することにも挑戦しました。

　編集にあたっては、IFRS財団が提唱する「統合報告フレームワーク」や、経済産業省が提唱する「価値

協創のための統合的開示・対話ガイダンス」をはじめとする各種ガイドラインなどを参考にしました。制作

の過程として、サステナビリティ経営委員会、経営会議の承認を経て、取締役会に報告し、各部門が横断

的に協力をして制作を行っています。本統合レポートの制作プロセスが正当であり、記載内容が正確であ

ることを表明します。これからも、ステークホルダーの皆様との対話の機会を大切にしていきますので、

忌憚のないご意見をいただければ幸いです。

執行役員 EVP CSO

梶原 ゆみ子
理事 広報 IR室長

野本 邦彦

情報開示体系図

　当社では統合レポートをはじめとした様々な媒体で情報開示を行っています。「Fujitsu 

Technology and Service Vision」では、テクノロジーを活用したビジネスや社会の未来ビ

ジョンについて、「フジトラニュース」では、パーパス実現に向けた富士通の取り組みをタイムリーに

発信しています。より網羅性の高い情報は、「IRサイト」や「サステナビリティサイト」、また「有価証

券報告書」や「サステナビリティデータブック」なども併せてご覧ください。

ストーリー性

網羅性

財
務
情
報

非
財
務
情
報

統合レポート

Fujitsu Technology  
and Service Vision

フジトラニュース

企業サイト

サステナビリティサイト報告書／中間報告書
（株主向け媒体）

サステナビリティデータブック

コーポレート・ガバナンス
報告書

決算資料

IRサイト

有価証券報告書

2015年3月期決算から国際会計基準（IFRS）を任意適用しています。ただし、一部の項目では前期との比較のため日本基準の数値を記し、その旨を記載しています。
本統合レポートに記載されている会社名・商品名は各社の商標または登録商標です。
GRBアイコンは、富士通のサステナビリティ経営における7つの重要課題をアイコンとして示したものです。
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